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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等       

売上高 百万円 79,987 82,182 85,061 93,454 108,413 

経常利益 〃 7,453 7,260 5,308 6,433 7,946 

当期純利益 〃 4,153 3,255 3,101 3,598 3,155 

純資産額 〃 77,500 77,956 78,871 81,397 87,322 

総資産額 〃 112,023 115,013 112,632 120,865 144,263 

１株当たり純資産額 円 679.15 689.77 713.88 736.91 790.38 

１株当たり当期純利益金額 〃 35.80 27.97 27.38 32.01 27.95 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
〃 － － － － 27.76 

自己資本比率 ％ 69.2 67.8 70.0 67.4 60.5 

自己資本利益率 〃 5.37 4.19 3.95 4.49 3.74 

株価収益率 倍 25.14 24.96 26.11 25.93 38.10 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 9,175 10,062 8,835 10,450 9,067 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △10,847 △8,748 △13,296 △10,767 △16,844 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △2,292 △2,863 △2,927 △1,675 8,148 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
〃 25,014 23,337 15,709 13,790 14,405 

従業員数 人 1,342 1,379 1,398 1,477 1,555 

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 百万円 71,362 64,270 66,861 72,823 82,107 

経常利益 〃 7,075 6,264 5,351 5,883 5,818 

当期純利益 〃 4,280 3,476 3,750 3,879 2,477 

資本金 〃 13,051 13,051 13,051 13,051 13,051 

発行済株式総数 千株 117,673 117,673 117,673 117,673 117,673 

純資産額 百万円 74,143 75,117 77,217 80,194 84,573 

総資産額 〃 106,311 107,872 105,634 115,083 135,780 

１株当たり純資産額 円 649.74 664.78 698.91 726.07 765.54 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第81期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載していない。 

３．第79期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額） 

円 

（〃） 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

１株当たり当期純利益金額 〃 36.89 30.08 33.24 34.60 21.86 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
〃 － － － － 21.71 

自己資本比率 ％ 69.7 69.6 73.1 69.7 62.3 

自己資本利益率 〃 5.76 4.66 4.92 4.93 3.01 

株価収益率 倍 24.40 23.20 21.51 23.99 48.72 

配当性向 ％ 40.4 49.9 45.1 43.4 68.6 

従業員数 人 1,099 1,110 1,109 1,122 1,166 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和24年11月 「三洋油脂工業株式会社」として創業。本社・工場：京都、支店：東京、営業所：大阪。 

昭和25年７月 非イオン系柔軟平滑剤「サファノール」を開発。 

昭和34年10月 総合研究所（現・研究第１棟）竣工。 

昭和35年９月 「川崎工場」（現・連結子会社「サンケミカル㈱」に貸与）稼働開始。 

ポリエチレングリコール「ＰＥＧ」、ウレタンフォーム原料「サンニックス」を国産化。 

昭和38年５月 「三洋化成工業株式会社」に社名変更。 

昭和39年１月 潤滑油添加剤「アクルーブ」を開発。 

昭和41年４月 米国の医薬品メーカー、アボット・ラボラトリーズ（注．昭和51年１月から折半出資の相手がエ

アー・プロダクツに変更）と折半出資により「サンアプロ株式会社」（現・連結子会社）を設

立。 

昭和41年11月 米国の界面活性剤メーカー、ノプコ・ケミカル（注．平成12年１月から折半出資の相手がコグニ

スに変更）と折半出資により「サンノプコ株式会社」（現・連結子会社）を設立。 

昭和43年３月 「名古屋工場」稼働開始。 

昭和43年５月 大阪証券取引所第二部、京都証券取引所（平成13年２月閉鎖）に株式上場。 

昭和44年12月 高分子凝集剤「サンフロック」を開発。 

昭和47年８月 複写機トナー用バインダー「ハイマー」を開発。 

昭和48年10月 東京証券取引所第二部に株式上場。 

昭和51年10月 「鹿島工場」稼働開始。 

昭和52年７月 日本石油化学㈱（現・新日本石油㈱）と折半出資により「株式会社サン・ペトロケミカル」

（現・関係会社）を設立。 

昭和53年１月 ＥＩＡ臨床検査薬を開発。 

昭和53年４月 高吸水性樹脂「サンウェット」を世界で初めて企業化。 

昭和53年９月 東京証券取引所、大阪証券取引所第一部に株式上場。 

昭和57年７月 日本石油化学㈱（現・新日本石油㈱）と共同出資により「サンケミカル株式会社」（現・連結子

会社）を設立。 

昭和61年11月 アルミ電解コンデンサー用電解液「サンエレック」を開発。 

平成元年11月 米国現地法人「サンナム・コーポレーション」（現・連結子会社）を設立。 

平成４年２月 米国の大手総合化学会社ハーキュリーズと折半出資により、「ハーキュリーズ－サンヨー・イン

コーポレイテッド」を設立。 

平成４年３月 研究第２棟竣工。 

平成６年11月 プラスチック用永久帯電防止剤「ペレスタット」を開発。 

平成９年３月 タイのトーメン・エンタープライズ（バンコク）、ＶＩＶインターケムとの共同出資により、

「サンヨーカセイ（タイランド）リミテッド」（現・連結子会社）を設立。 

平成11年10月 「衣浦分工場」稼働開始。 

平成12年８月 ウレタンビーズ（真球微粒子状ウレタン樹脂）「メルテックス」を開発し、環境にやさしいグリ

ーン材料として自動車内装表皮材に実用化。 

平成13年３月 三菱化学㈱と共同出資により「サンダイヤポリマー株式会社」（現・連結子会社）を設立。 

平成13年５月 コグニスの持ち株を買い取り「サンノプコ株式会社」を100％子会社化。 

平成13年５月 「ハーキュリーズ－サンヨー・インコーポレイテッド」の合弁パートナーであるハーキュリーズ

の持ち株を当社全額出資のサンナム・コーポレーションが買い取り、社名を「サンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコーポレイテッド」（現・連結子会社）に改称（平成13年６月）。 

平成14年２月 中国・上海に駐在事務所を開設。 

平成15年４月 中国現地法人「三洋化成精細化学品（南通）有限公司」（現・連結子会社）を設立。 

平成15年６月 サンダイヤポリマー㈱が100％出資で中国現地法人「三大雅精細化学品（南通）有限公司」

（現・連結子会社）を設立。 

平成15年６月 ポリエステルビーズ（重合トナーの中間体）の本格商業生産を開始。 

平成15年10月 日本石油化学㈱（現・新日本石油㈱）との共同出資により設立した「サンライズ・ケミカルＬＬ

Ｃ」（現・関連会社）に対する出資を引き上げ、折半出資会社に再編。出資はサンナム・コーポ

レーションを通じて実施。 

平成16年９月 「三洋化成精細化学品（南通）有限公司」稼働開始。 

平成16年10月 ダウ・ケミカル日本㈱よりＰＯ（プロピレン・オキシド）貯蔵タンクを購入。 

平成16年11月 インド・ムンバイに駐在事務所を開設。 

 



年月 沿革 

平成17年４月 韓国・ソウルと台湾・台北に駐在事務所を開設。 

平成17年５月 米国子会社サンナム・コーポレーション100％出資による「サンヨーケミカル・テキサス・イン

ク」を設立。 

平成17年５月 医薬品関連製品を製造するＧＭＰ対応プラントが名古屋工場に竣工。  

平成17年12月 ポリエステルビーズ（カラー用重合トナーの中間体）の生産設備完成。  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社15社及び関連会社５社で構成され、界面活性剤、ウレタン関連製品、親油系高分子

薬剤、親水系高分子薬剤、特殊化学品の製造・販売、技術供与を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流、その

他のサービス等の事業活動を展開している。 

 なお、当社グループでは事業の種類別セグメント情報は記載していないため、事業の分野別の状況を記載してい

る。 

 当社グループの事業にかかわる位置づけは、次のとおりである。 

［化学品事業］ 

［その他事業］ 

界面活性剤 当社が製造販売するほか、サンケミカル㈱がポリエチレングリコール等を製造し、当社が

全量引き取り販売している。また、サンノプコ㈱が紙パルプ用薬剤等、三洋化成精細化学

品（南通）有限公司が繊維用油剤等、大祥化成股份有限公司が水溶性ポリマー等を製造・

販売している。 

ウレタン関連製品 当社が製造販売するほか、サンケミカル㈱がポリウレタンフォーム原料等を製造し、当社

が全量引き取り販売している。また、サンヨーケミカル・アンド・レジンズ・インコーポ

レイテッドがインキ用添加剤等を製造・販売している。 

親油系高分子薬剤 当社が製造販売するほか、サンヨーケミカル・アンド・レジンズ・インコーポレイテッド

が複写機用トナーバインダー、サンヨーカセイ（タイランド）リミテッドが石油添加剤等

を製造・販売している。 

親水系高分子薬剤 当社が製造販売するほか、サンダイヤポリマー㈱及び三大雅精細化学品（南通）有限公司

が高吸水性樹脂を製造・販売している。 

特殊化学品 当社が製造販売するほか、㈱サン・ペトロケミカル及びサンライズ・ケミカルＬＬＣが合

成ゴム原料、サンアプロ㈱が超強塩基化合物、サンノプコ㈱が特殊コーティング剤等を製

造・販売している。 

物流 三洋運輸㈱が運送等、名古屋三洋倉庫㈱が保管・荷役、塩浜ケミカル倉庫㈱が保管・荷

役・運送取扱いを行っている。 

サービス ㈱サンリビングが保険・旅行代理業、宅地建物取引業等を行っている。 



 事業の系統図は次のとおりである。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)      

サンダイヤポリマー㈱ 

＊１、５ 

東京都 

中央区 
2,000 

高吸水性樹脂の

製造販売 
60.0 

当社が一部技術供与。 

製造した製品の一部を当社へ

販売している。 

役員の兼任 １名 

サンノプコ㈱ 
京都市 

東山区 
400 

界面活性剤等の

製造販売 
100.0 

当社が工場用地を貸与。 

当社が製品の一部を供給する

とともに、当社製品の一部を

生産している。 

役員の兼任 ２名 

サンケミカル㈱ 

＊１、２ 

川崎市 

川崎区 
400 

ポリウレタンフ

ォーム原料等の

製造販売 

50.0 

当社から工場用地を借り受

け、原料は全量当社経由で購

入し、製造した製品は全量当

社へ販売している。 

役員の兼任 ２名 

サンアプロ㈱ 

＊２ 

京都市 

東山区 
60 

特殊化学品等の

製造販売 
50.0 

当社が製品の一部を供給して

いる。 

役員の兼任 １名 

サンヨーカセイ 

（タイランド）リミテッド 

＊１ 

タイ国 

バンコク 

490,950 

千バーツ 

界面活性剤等の

製造販売 
89.0 

当社が設備資金を貸付。 

役員の兼任 無 

サンナム・コーポレーション 

米国 

ペンシル

ベニア州 

400 

千米ドル 

親油系高分子薬

剤等の販売 
100.0 

米国における当社製品の 

販売。 

役員の兼任 無 

サンヨーケミカル・ 

アンド・レジンズ・ 

インコーポレイテッド 

 ＊３ 

米国 

デラウェ

ア州 

6.2 

千米ドル 

親油系高分子薬

剤等の製造販売 

100.0 

(50.0) 

当社が技術供与。 

役員の兼任 無 

三洋化成精細化学品（南通）

有限公司 

＊１ 

中国 

江蘇省 

15,000 

千米ドル 

界面活性剤等の

製造販売 
100.0 

当社が技術供与。 

役員の兼任 無 

三大雅精細化学品（南通） 

有限公司 

＊１、３ 

中国 

江蘇省 

12,000 

千米ドル 

高吸水性樹脂の

製造販売 

60.0 

(60.0) 

当社が技術供与。 

役員の兼任 無 

(持分法適用関連会社)      

㈱サン・ペトロケミカル 
茨城県 

神栖市 
400 

合成ゴム原料の

製造販売 
50.0 

当社が工場用地を貸与。 

当社が設備資金の一部を 

貸付。 

役員の兼任 ３名 

塩浜ケミカル倉庫㈱ 
川崎市 

川崎区 
30 倉庫業 50.0 

当社グループ製品の保管。 

役員の兼任 無 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ 

＊３ 

米国 

テキサス

州 

37,397 

千米ドル 

合成ゴム原料の

製造販売 

50.0 

(50.0) 

当社が設備リース料の支払等

について一部保証。 

役員の兼任 無 

 



 （注）＊１．特定子会社に該当する。 

＊２．持分は100分の50であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

＊３．「議決権の所有割合」の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

＊４．㈱トーメンとの関係内容については「第５ 経理の状況」１．連結財務諸表等「関連当事者との取引」の

項を参照。 

＊５．サンダイヤポリマー㈱については売上高（連結相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えている。 

＊６．有価証券報告書を提出している。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の平成18年３月31日現在の従業員数は、1,555 人である。 

 なお、事業の種類別セグメント情報の記載を行っていないため、事業の分野別には従業員を区別していない。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、社員（出向者を除く。）に常勤嘱託を加えた人数である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、三洋化成工業労働組合と称し、上部組織である全国化学労働組合総連合に加盟して

いる。 

 平成18年３月31日現在の組合員数は1,115 人で、会社との間に特記すべきことはない。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

(その他の関係会社)    
(被所有割

合) 
 

㈱トーメン 

＊４、６ 

（平成18年４月１日をもって  

  豊田通商株式会社と合併し、 

 豊田通商株式会社に社名変  

 更している。） 

大阪市北

区 
44,199 卸売業 

19.5 

（0.02）

当社製品の販売並びに当社へ

の原材料・設備等の販売。 

当社が㈱トーメンの株式を

9,007千株所有。 

役員の兼任 １名 

当社へ転籍 １名 

東レ㈱ 

＊６ 

東京都中

央区 
96,937 

繊維等の製造 

販売 
17.5 

当社製品の販売並びに当社へ

の原材料の販売及びユーティ

リティーの受給等。 

当社が東レ㈱の株式を3,500

千株所有。 

役員の兼任等 当社へ転籍 

２名 

主要な損益情報等 (1）売上高 17,343百万円

 (2）経常利益 2,090百万円

 (3）当期純利益 853百万円

 (4）純資産額 2,881百万円

 (5）総資産額 12,331百万円

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,166 38.4 15.3 6,781,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、企業収益が改善し民間設備投資も拡大するなか、雇用回復を背景に個人消費も

堅調に推移し、景気回復のすそ野は広がりをみせている。 

 化学業界においては、需要は内需・輸出とも堅調であるものの、原油価格の急騰が採算を悪化させており、経営

環境は厳しい状況にある。 

 このような環境下にあって、当社グループは、戦略的開発品（すでに開発もしくは開発途上にある製品で、当社

事業の新しい柱に育てるべく注力しているもの）の拡大に注力するとともに、中国での現地生産本格化・海外営業

拠点の拡充も含めたグローバル化への取り組みも進めてきた。 

 当連結会計年度の業績については、販売数量はウレタン関連製品、情報機器関連製品を中心に好調に推移した。

 売上高は戦略的開発品であるウレタンビーズ（自動車内装表皮材用）やポリエステルビーズ（重合トナー中間

体）などが拡大するとともに、高吸水性樹脂をはじめとする既存ビジネスも好調に推移し、1,084億1千3百万円

（前期比16.0％増）と大幅な増収を達成した。 

 利益面では、原料価格の高騰や戦略的開発品への大型設備投資に伴う減価償却費の増加というマイナス要因はあ

ったが、売上高の増加による利益増や製品価格の改定及び原価低減等により、営業利益は71億9千7百万円（前期比

20.2％増）、経常利益は79億4千6百万円（前期比23.5％増）と大幅な増益を達成した。 

 一方、当期純利益は国内外子会社における固定資産について、採算の悪化・地価の下落により減損損失15億1千2

百万円を計上（内、12億1千9百万円を特別損失に計上）したため、31億5千5百万円（前期比12.3％減）となった。

 当連結会計年度売上高の主な分野別状況は、次のとおりである。 

＜界面活性剤＞ 

 産業用界面活性剤では、生分解性に優れた洗剤原料（高級アルコール系非イオン界面活性剤）やヘアケア製品用

基剤がアジアを中心とした海外向けに本格販売を開始したのを始め、電子部品用界面活性剤の新規開発等が奏功

し、順調に売り上げを伸ばした。 

 繊維用界面活性剤では、エアーバッグやシートベルト用などの産業資材用繊維製造用薬剤は好調に推移したが、

衣料用繊維製造用薬剤や繊維加工用の国内需要が低迷したことにより、不調に終わった。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は219億4千3百万円（前期比2.3％増）となった。 

＜ウレタン関連製品＞ 

 ポリウレタンフォーム原料では、高機能性ウレタンフォーム用原料が自動車用途を中心に好調に需要が拡大した

ほか、シーラント用原料の拡販などにより売り上げが増加したことに加え、原料高騰に伴う製品価格の改定もあ

り、国外向け、海外向けともに大幅な売り上げ増を達成した。 

 ウレタン樹脂では、自動車内装表皮材用のウレタンビーズが国内の需要増と海外での新規採用車種の増加により

大幅な売り上げ増を達成した。また、自動車用の環境対応型塗料用原料や特殊グラビアインキ用ウレタン樹脂など

も好調に推移した。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は253億5千8百万円（前期比24.0％増）となった。 

＜親油系高分子薬剤＞ 

 情報機器関連製品では、ポリエステル系トナーバインダーが複写機のデジタル化、カラー化により好調に推移し

たが、スチレン－アクリル系トナーバインダーの需要が減少し、トナーバインダー全体では売り上げは横ばいとな

った。一方、重合トナー中間体用ポリエステルビーズは、モノクロトナー用に続き、カラートナー用も本格販売を

開始したことにより大幅な売り上げ増を達成した。 

 潤滑油・機械関連製品は、軽油の抜本的な低硫黄化に対応した潤滑性向上剤への需要が伸び、売り上げ増となっ

たことに加え、低温流動性向上剤も厳冬により需要が増え売り上げを伸ばした。また、自動車変速機用粘度指数向

上剤などその他の潤滑油・機械関連製品も好調に推移した。 

 コーティング・接着関連製品では、ＵＶ（紫外線）硬化樹脂が用途拡大により売り上げ増となった。また、医療

機器用接着剤やガラス繊維用接着剤も好調に推移した。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は236億6千3百万円（前期比11.5％増）となった。 



＜親水系高分子薬剤＞ 

 高吸水性樹脂では、紙おむつを中心とした衛生材料用が旺盛な需要により好調に推移した。2005年4月に商業生

産を開始した三大雅精細化学品（南通）有限公司が、中国をはじめ東南アジア等での需要増により順調に売り上げ

を伸ばした。また、サンダイヤポリマー㈱も国内需要の旺盛に加え、原料高騰などに伴う製品価格の改定を実施し

たこともあり大幅な売り上げ増を達成した。非衛生材料用もペット用を中心に好調に推移した。 

 水処理関連製品では、高分子凝集剤が市場競争の激化が続いたことにより、売り上げは微減となった。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は231億4千5百万円（前期比34.3％増）となった。 

＜特殊化学品＞ 

 高分子改質剤関連製品では、高分子永久帯電防止剤が電子部品関連用途などで拡販が進み売り上げ増になった。

 電気・電子関連製品では、電気二重層コンデンサー用電解液が自動車用キャパシター向けに開発が進むととも

に、アルミ電解コンデンサー用電解液も順調に推移した。さらにＣＭＰ（化学的機械研磨）用洗浄剤やシリコンウ

エハー加工用薬剤も新たに本格的な販売が始まり、売り上げを大きく伸ばした。 

 その他の製品においても、鉄筋継手用エポキシ樹脂や、新製品である盛り付け型モデル用樹脂も好調な需要によ

り売り上げを伸ばした。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は124億6千8百万円（前期比11.6％増）となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、平成18年３月に転換社債型新株予

約権付社債の発行により100億円を調達したため、前連結会計年度末残高と比較し6億1千4百万円増加し、当連結

会計年度末残高は144億5百万円となった。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、90億6千7百万円となった。これは、税金等調整前当期純利益65億7千万円、減価

償却費69億9千8百万円、仕入債務の増加による資金の増加32億7百万円等が、売上債権の増加による資金の減少32

億3千3百万円、法人税等の支払い27億2千6百万円等による資金の減少を上回ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、168億4千4百万円となった。これは、固定資産の取得に88億3千6百万円、定期預

金への預け入れに50億円、投資有価証券の取得に23億7千7百万円を支出したこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金収支は、転換社債型新株予約権付社債の発行により100億円を調達したことにより、81億4千

8百万円増加した。 

 
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

増減 
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,450 9,067 △1,382 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,767 △16,844 △6,077 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,675 8,148 9,824 

現金及び現金同等物に係る換算差額 72 243 170 

現金及び現金同等物の増加（△減少）額 △1,919 614 2,534 

現金及び現金同等物の期末残高 13,790 14,405 614 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．生産金額は、平均販売価格により計算している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．生産実績には委託生産品（商品仕入高）を含まない。 

(2）受注実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、受注生産方式でなく、主として見込生産を行っている。 

(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

分野別 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 対前期増減率

（％） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

界面活性剤 21,158 21,195 0.2 

ウレタン関連製品 20,438 25,167 23.1 

親油系高分子薬剤 21,743 23,371 7.5 

親水系高分子薬剤 17,083 23,718 38.8 

特殊化学品 9,762 11,458 17.4 

合計 90,186 104,910 16.3 

分野別 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 対前期増減率

（％） 
販売金額 
（百万円） 

構成比（％） 
販売金額 
（百万円） 

構成比（％） 

界面活性剤 21,453 23.0 21,943 20.2 2.3 

ウレタン関連製品 20,457 21.9 25,358 23.4 24.0 

親油系高分子薬剤 21,221 22.7 23,663 21.8 11.5 

親水系高分子薬剤 17,239 18.4 23,145 21.4 34.3 

特殊化学品 11,176 12.0 12,468 11.5 11.6 

（化学品売上高 計） (91,548) (98.0) (106,578) (98.3) (16.4) 

非化学品・技術収入 1,906 2.0 1,835 1.7 △3.7 

合計 93,454 100.0 108,413 100.0 16.0 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱トーメン 18,319 19.6 23,752 21.9 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが今後対処すべき課題として、 

  ①従業員の自主性と創造性を発揮する“人”中心の経営の推進とその実効化 

  ②徹底したコスト効率の追求と競争力の確保 

  ③研究開発の重点化・スピーディー化と新技術開発の促進 

  ④グループ経営の強化（海外子会社群の黒字化） 

  ⑤安全の徹底と環境との調和等 

を推進し、企業体質の改善と企業基盤の強化に努める所存である。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

(1)経済状況 

 当社グループ製品の需要は、当社グループが製品を販売している国または地域の経済状況の影響を受ける。 

 従って、日本、北米、欧州、アジアを含む当社グループの主要市場における景気後退等に伴い需要が縮小する場合

は、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(2)為替レート 

 当社グループの海外における事業展開の拡大に伴い、為替レートの変動が、当社グループの業績及び財政状況に悪

影響を及ぼす可能性が拡大している。 

(3)原料価格の変動 

 当社グループが使用する原料の主要部分は原油に由来しているが、原油価格については中東情勢・需給バランス・

為替等の様々な要因により変動する。原油価格の上昇に伴う原料価格の上昇は、当社グループの業績に悪影響を及ぼ

す可能性がある。 

(4)地震等の自然災害 

 当社の主力工場である名古屋工場が位置する愛知県を含む東海地方は、東海地震の対象地域となっている。 

 当社グループでは、地震対策として設備等の耐震構造の強化並びに生産拠点の複数化等の対策を実施している。 

 しかし、地震が発生した場合には、生産活動の停止及び設備の破損等により、当社グループの業績に悪影響をもた

らす恐れがある。 

(5)カントリーリスク 

 当社グループは、米国・タイに続き中国における生産拠点を構築するなど、海外への事業展開を拡大している。 

 このようなグローバル化の進展は、進出国における①予期しない法律または規制の変更、②政治要因による社会的

混乱等を通して、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1）技術供与 

 （注） 上記の技術援助契約においては、ロイヤルティとして正味売上高に一定率を乗じた金額を受取っている。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

三洋化成工業株

式会社（当社） 

カーペンター・カン

パニー 
米国 

ウレタンフォ

ーム用ポリオ

ール 

１．技術情報の提供 

２．製造権及び販売権の

許諾 

昭和62年４月22日から

平成19年４月21日まで 

三洋化成工業株

式会社（当社） 

インディア・グライ

コールズ・リミテッ

ド 

インド 界面活性剤 

１．技術情報の提供 

２．製造権及び販売権の

許諾 

平成７年９月19日から

平成27年９月18日まで 



６【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、世界に先駆けたパフォーマンス・ケミカルス（機能化学品）の開発並び

にその応用製品群の開発を基本戦略として、基盤となる技術の深耕、顧客への対応力の強化並びに新製品開発等、積

極的な研究開発活動を行っている。 

 現在、研究開発は、当社の事業研究本部、開発研究本部、各分社のR&Dグループ及び連結子会社のサンダイヤポリ

マー㈱、サンノプコ㈱、サンアプロ㈱の研究部門で推進され、研究開発人員数はグループ全体で約360名であり、こ

れは当社グループ全体の約四分の一に当たる。 

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、43億1千7百万円であり、各分野における主な研究開発成果

は次のとおりである。 

(1) 界面活性剤分野 

 本分野では、高性能でかつ多様なニーズにきめ細かく対応した界面活性剤製品の開発を目指して研究開発を行って

いる。主な成果としては、排ガス中の窒素酸化物や粒子状物質の量を低減できかつ低温流動性の優れたエマルション

燃料油用乳化剤「イオネットＳ－４」、低刺激性で泡立ちがよく常温でも液状でハンドリング性に優れたシャンプー

基材「ビューライトＥＳＳ－１０Ｐ」及び耐熱性に優れたナイロンエアバッグ用油剤「サンオイルＴＢＮ－２０５

１」を上市したこと等があげられる。 

(2) ウレタン関連製品分野 

 本分野では、環境にやさしいポリウレタンフォーム用原料やウレタン樹脂の開発を目指して研究開発を行ってい

る。主な成果としては、軟質ポリウレタンフォーム用ポリオール「サンニックス」の揮発成分含量を大幅に低減した

低ＶＯＣグレード及び自動車内装材スラッシュ成形用ウレタンパウダー「メルテックス」の高耐磨耗グレードを上市

したこと等があげられる。 

(3) 親油系高分子薬剤分野 

 本分野では、環境浄化、省エネルギーに役立つ環境対応型薬剤の開発を目指して研究開発を行っている。主な成果

としては、精細な画像が得られるカラー用重合トナー中間体用ポリエステルビーズ「アペックスナロー」シリーズ、

高感度で耐久性に優れたリアプロジェクション用ＵＶ接着剤「サンラッド」シリーズ、省燃費性が従来品に比べて優

れた自動変速機油（ＡＴＦ、ＣＶＴＦ）用粘度指数向上剤「アクルーブＡ－１０６０」を上市したこと等があげられ

る。 

(4) 親水系高分子薬剤分野 

 本分野では、環境浄化、健康管理に役立つ製品の開発を目指して研究開発を行っている。主な成果としては、都市

型廃水に対応した高分子凝集剤「サンフロックＣ」及び難脱水汚泥対応高分子凝集剤「サンフロックＣＢ」を、また

新規高吸水性樹脂としてハイポーラス・高速吸水タイプのアクアパールSKグレードを上市したこと等があげられる。

(5) 特殊化学品分野 

 本分野では、省エネルギーに役立つ薬剤等の開発を目指して研究開発を行っている。主な成果としては、潤滑性、

切粉分散性に優れ、厚みのばらつきの少ないシリコンウエハー製造が可能となる水性クーラント「ハイスタットＳ

Ｋ」を上市したこと、電気二重層コンデンサー用電解液「パワーエレック」シリーズの高耐熱グレードが次世代電子

制御ブレーキ用コンデンサーに採用されたこと、米国半導体関連材料メーカーと提携して市場開発を行ってきたＣＭ

Ｐ（化学的機械研磨）用洗浄剤「ＥＳＣ」シリーズの採用が大幅に拡大したこと、製缶塗料用及び三次元光造型用途

の光カチオン重合開始剤を上市したこと等があげられる。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度における売上高は戦略的開発品であるウレタンビーズやポリエステルビーズなどが拡大するととも

に、高吸水性樹脂をはじめとする既存ビジネスも好調に推移し、1,084億1千3百万円（前期比16.0％増）と大幅な増

収を達成した。 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

 売上原価は、原油価格の高騰による原料価格の高止まりと戦略的開発品への大型設備投資に伴う減価償却費の増加

により、売上原価率は前連結会計年度の76.0％から77.4％へ1.4ポイント上昇した。 

 販売費及び一般管理費は、海外での物流コストの増加はあったものの、売上高が大幅に伸びたため、販売費及び一

般管理費の対売上高比率は前連結会計年度の17.6％から16.0％へ1.6ポイント低下した。 

（営業利益、経常利益及び当期純利益） 

 当連結会計年度の営業利益は、原料価格の高止まりと大型設備投資に伴う減価償却費の増加等の利益押し下げ要因

はあったものの、戦略的開発品をはじめとした数量効果や製品価格の改定に加え、高吸水性樹脂を手がけるサンダイ

ヤポリマー㈱の大幅な業績改善と2005年4月から商業生産を開始した三大雅精細化学品(南通)有限公司の好業績によ

り、前期比20.2％増の71億9千7百万円となった。また、売上高営業利益率も前連結会計年度より0.2ポイント改善し

6.6％となった。 

 当期純利益は、国内外子会社における固定資産について、採算の悪化・地価の下落により減損損失15億1千2百万円

を計上（内、12億1千9百万円を特別損失に計上。2億9千3百万円を持分法による投資利益のマイナスに計上。）した

ため、前期比12.3％減の31億5千5百万円となった。 

(2)財政状態の分析 

 （流動資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて128億3千4百万円増加し674億6千1百万円となった。これは転換社債型新株

予約権付社債の発行等による現金及び預金の増加 56億1千4百万円、売上高の増加による受取手形及び売掛金の増

加 33億7千2百万円ならびにたな卸資産の増加 32億7百万円等によるものである。 

（固定資産） 

 有形固定資産は、サンダイヤポリマー㈱の大垣工場や三洋化成精細化学品(南通)有限公司等において減損損失12億

1千9百万円を計上したが、戦略的開発品の生産能力増強ならびに三大雅精細化学品(南通)有限公司の設備建設等によ

り前連結会計年度末に比べて38億3千3百万円増加し478億6千8百万円となった。また、無形固定資産は、前連結会計

年度末に比べて4億3千9百万円減少して20億2千万円となった。 

 投資その他の資産は、投資有価証券の取得ならびに株価の上昇による有価証券の時価評価差額の拡大（59億7千1百

万円から120億1千3百万円）等により71億6千8百万円増加し269億1千3百万円となった。 

（流動負債） 

 購入原材料の増加と原材料価格の高騰による支払手形及び買掛金の増加34億3千6百万円のほか、大型設備投資に伴

う設備未払金および設備関係支払手形が21億4千2百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べて64億8百

万円増加し339億8千1百万円となった。 

（固定負債） 

 固定負債は、転換社債型新株予約権付社債を100億円発行したこと等により前連結会計年度末に比べ105億8千3百万

円増加し206億4千9百万円となった。 

 流動資産から流動負債を差し引いた運転資本は334億7千9百万円、流動比率は198.5％となった。 

（資本） 

 利益剰余金は14億3千4百万円増加し606億2千6百万円、株主資本は873億2千2百万円となった。 

 なお、自己資本比率は、転換社債型新株予約権付社債を発行したことにより総資産が増加したため、前期比6.9ポ

イント低下し60.5％となった。また、１株当たりの株主資本は、前期比7.3％増の790.38円となった。 



(3)キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末残高と比較し6億1千

4百万円増加し、当連結会計年度末残高は144億5百万円となった。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、90億6千7百万円となった。これは、税金等調整前当期純利益65億7千万

円、減価償却費69億9千8百万円、仕入債務の増加による資金の増加32億7百万円等が、売上債権の増加によ

る資金の減少32億3千3百万円、法人税等の支払い27億2千6百万円等による資金の減少を上回ったことによる

ものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、168億4千4百万円となった。これは、固定資産の取得に88億3千6百万円、

定期預金への預け入れに50億円、投資有価証券の取得に23億7千7百万円を支出したこと等によるものであ

る。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金収支は、転換社債型新株予約権付社債の発行により100億円を調達したことにより、

81億4千8百万円増加した。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)では海外生産拠点の拡充と戦略的開発品の生産能力増強及び合理化を中心に

111億7千1百万円の設備投資を実施した。 

 生産設備の増強に関しては、当社鹿島工場においてポリエステルビーズ生産設備に25億7千9百万円、名古屋工場に

おいてウレタンビーズ生産設備に16億3百万円、ＡＯＡ（アルキレン・オキシド・アダクツ）生産設備に8億3千6百万

円、高温有機合成設備に4億6千2百万円の設備投資を行った。サンケミカル㈱ではＡＯＡ（アルキレン・オキシド・

アダクツ）生産設備に2億6百万円の設備投資を実施した。 

 また、中国においては、三大雅精細化学品（南通）有限公司が親水系高分子薬剤製造設備に1億3千4百万円の設備

投資を実施した。 

 研究開発力強化のための研究設備への投資としては、グループ全体で6億8百万円の投資を行った。 

 当連結会計年度に完了した主要な設備としては、当社においては鹿島工場におけるポリエステルビーズ生産設備、

名古屋工場におけるＡＯＡ（アルキレン・オキシド・アダクツ）生産設備、医薬品・同添加剤生産設備、高温有機合

成設備などである。 

 また連結子会社では、三大雅精細化学品(南通)有限公司の親水系高分子薬剤製造設備等がある。 

 上記、設備投資についての所要資金については、自己資金、借入金に加え当連結会計年度に発行した転換社債型新

株予約権付社債による社債発行資金を充当した。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

名古屋工場 

(愛知県東海市) 

ウレタン関連製品・特殊化

学品製造設備他 
2,839 6,730 

570 

(99) 
1,863 12,003 264 

名古屋工場衣浦分工場 

(愛知県半田市) 
倉庫施設他 817 227 

2,797 

(77) 
2 3,845 1 

京都工場 

(京都市東山区) 

界面活性剤・親油系高分子

薬剤製造設備他 
627 2,169 

42 

(18) 
145 2,986 88 

鹿島工場 

(茨城県神栖市) 

親油系高分子薬剤・特殊化

学品製造設備他 
3,091 6,599 

1,380 

(131) 
130 11,202 159 

研究所・本社 

(京都市東山区) 
研究開発設備・その他設備 1,039 40 

28 

(7) 
922 2,030 452 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

サンダイヤポリマー㈱ 
名古屋製造部 

(愛知県東海市) 

親水系高分子薬剤

製造設備 
880 1,441 －  1 2,323 24 

サンダイヤポリマー㈱ 
大垣製造部 

(岐阜県大垣市) 

親水系高分子薬剤

製造設備 
157 418 －  4 579 18 

サンケミカル㈱ 
川崎工場 

(川崎市川崎区) 

界面活性剤・ウレ

タン関連製品製造

設備 

426 678 －  202 1,307 34 

サンノプコ㈱ 
名古屋事業所 

(愛知県東海市) 

界面活性剤等製造

設備及び研究所 
1,291 665 －  146 2,103 77 



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計額である。 

なお、金額には消費税等を含まない。 

２．サンダイヤポリマー㈱、サンケミカル㈱及びサンノプコ㈱は工場用地を賃借している。 

三洋化成精細化学品(南通)有限公司及び三大雅精細化学品(南通)有限公司は土地の使用権を有している。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資計画は、翌年度以降の需要予測等に基づき原則的に連結会社各社

が個別に策定しているが、グループ全体で重複投資とならないよう、提出会社を中心に調整を図っている。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりである。その所要資金については当

連結会計年度に発行した転換社債型新株予約権付社債による社債発行資金及び自己資金、借入金でまかなう予定であ

る。 

(1）重要な設備の新設、改修等の計画 

 （注）上記金額には消費税等は含まない。 

(2）重要な設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はない。 

  平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

サンヨーカセイ（タイ

ランド）リミテッド 

ラヨン工場 

(タイ国ラヨン県) 

界面活性剤製造設

備 
222 428 

427 

(123) 
45 1,123 44 

サンヨーケミカル・ア

ンド・レジンズ・イン

コーポレイテッド 

米国 

ペンシルベニア州 

親油系高分子薬

剤・ウレタン関連

製品製造設備 

274 798 
23 

(5) 
64 1,161 5 

三洋化成精細化学品

(南通)有限公司 
中国江蘇省南通市 

界面活性剤製造設

備他 
161 347  － 107 616 51 

三大雅精細化学品(南

通)有限公司 
中国江蘇省南通市 

親水系高分子薬剤

製造設備 
638 2,471 － 127 3,237 60 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 
（月間） 

総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

着手 完了 

  提出会社 

鹿島工場 

茨城県 

神栖市 

プラント架台設置

工事 
300 3 自己資金  平成17年11月 平成18年４月  － 

 提出会社 

名古屋工場 

愛知県 

東海市 

ウレタンビーズ製

造設備 
1,550 1,544 社債発行資金 平成17年４月 平成18年４月 222トン 

ウレタン関連製品

製造設備  
150 － 自己資金  平成18年４月 平成18年10月 333トン 

  提出会社  

衣浦分工場 

愛知県 

半田市 

プラント架台設置

工事  
500 － 社債発行資金 平成18年10月 平成19年３月 － 

ＡＯＡ（アルキレ

ン・オキシド・ア

ダクツ）生産設備 

3,100 － 社債発行資金 平成19年４月 平成20年３月 4,167トン 

  提出会社 

研究所 

京都市 

東山区 

研究機器  1,270 － 自己資金 平成18年４月 平成20年３月 － 

研究棟  500 － 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 － 

 サンケミカル㈱ 
川崎市 

川崎区 

ＡＯＡ（アルキレ

ン・オキシド・ア

ダクツ）生産設備 

870 206 
自己資金及び

借入金  
平成17年12月 平成18年10月 1,500トン 

三大雅精細化学品

（南通）有限公司 

中国江蘇省

南通市 

親水系高分子薬剤

製造設備 
2,630 － 

自己資金及び

借入金 
平成18年５月 平成19年５月 2,500トン 

サンヨーケミカ

ル・ 

テキサス・インク 

米国 

 テキサス州 

ウレタン関連製品

製造設備 
2,000 160 社債発行資金 平成17年10月 平成19年４月 333トン 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成18年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれていない。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

平成14年６月21日の定時株主総会決議によるもの 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 257,956,000 

計 257,956,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月 26 日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 117,673,760 117,673,760 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 117,673,760 117,673,760 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 627 615 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 627,000 615,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 875 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年８月１日～ 

平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   875 

資本組入額  438 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社

の取締役及び従業員である

ことを要する。また、各新

株予約権の一部行使はでき

ないこととする。その他の

条件は新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する時は

当社取締役会の承認を要す

る。 

同左 



     旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債は、次のとおりである。 

     平成18年２月20日の取締役会決議によるもの 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 上記の減少は、自己株式の利益による消却によるものである。 

(4）【所有者別状況】 

 （注） １．自己株式7,282,451株は、「個人その他」の欄に7,282単元及び「単元未満株式の状況」の欄に451株それ

   ぞれ含めて記載している。 

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれている。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 10,000 同左  

新株予約権の数（個） 10,000 同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,873,114 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,127 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成23年３月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,127

資本組入額  564

  

  
同左  

新株予約権の行使の条件 

 当社が本社債につき期限の

利益を喪失した場合には、以

後本新株予約権を行使するこ

とはできないものとする。ま

た、各本新株予約権の一部に

ついて行使請求することはで

きないものとする。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本新株予約権付社債は旧商

法第341条ノ2第4項の定めに

より本社債の社債部分と本新

株予約権のうち一方のみを譲

渡することはできない。 

同左  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年４月１日～ 

平成13年３月31日 
△1,100 117,673 － 13,051 － 12,191 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 59 28 213 84 4 5,498 5,886 － 

所有株式数

（単元） 
－ 32,087 724 55,314 6,417 18 22,295 116,855 818,760 

所有株式数の

割合（％） 
－ 27.46 0.62 47.34 5.49 0.01 19.08 100 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．所有株式数のうち、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）8,219千株、日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社（信託口）6,558千株は信託業務に係る株式である。 

２．上記の大株主の状況には、自己名義株式（7,282,451株）は、含まれていない。 

３．株式会社トーメンは、平成18年４月１日をもって豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社に社名変更

している。  

４．シュローダー投信投資顧問株式会社及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメント・マネージ

メント・ノースアメリカ・リミテッドとシュローダー・インベストメント・マネージメント・リミテッドの

３社は、証券取引法第27条の26第１項に基づき、平成17年7月15日付けで、当社株式の保有割合が５％を下

回った旨の大量保有報告書を提出しているが、平成18年3月31日現在の実質保有状況等の確認ができないの

で、上記大株主の状況には株主名簿上の保有株式数を記載している。 

なお、当該大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

・（平成17年6月30日現在）  

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社トーメン 大阪市北区中之島３－２－18 21,381 18.17 

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２－２－１ 19,133 16.26 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 8,219 6.98 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 6,558 5.57 

株式会社日本触媒 大阪市中央区高麗橋４－１－１ 5,528 4.70 

新日本石油株式会社 東京都港区西新橋１－３－12 3,872 3.29 

日本生命保険相互会社

（特別勘定年金口） 
東京都千代田区丸の内１－６－６ 3,366 2.86 

ノーザン トラスト カ

ンパニー（エイブイエフ

シー）サブ アカウント 

アメリカン クライアン

ト 

（常任代理人 香港上海

銀行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART RONDON E14 5NT UK 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 
1,894 1.61 

全国共済農業協同組合連

合会 
東京都千代田区平河町２－７－９ 1,810 1.54 

三井住友海上火災保険株

式会社 
東京都中央区新川２－27－２ 1,469 1.25 

計 － 73,232 62.23 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

シュローダー投信投資顧問株式会社  東京都千代田区丸の内１－１１－１ 4,911 4.17 

シュローダー・インベストメント・マネ

ージメント・ノースアメリカ・リミテッ

ド 

英国EC2V7QA ロンドン、グレシャム・ストリ

ート31 
817 0.69 

シュローダー・インベストメント・マネ

ージメント・リミテッド  

 英国EC2V7QA ロンドン、グレシャム・ストリ

ート31 
6 0.01 

         計           － 5,734 4.87 



５．日本生命保険相互会社及びその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社は、証券取引法第

27条の26第１項に基づき、平成18年２月14日付けで、大量保有報告書を提出しているが、平成18年３月31日

現在の実質保有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況には株主名簿上の保有株式数を記載してい

る。 

なお、当該大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

・（平成18年1月31日現在） 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替名義の株式が2,000株含まれている。なお、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個は含まれていない。 

②【自己株式等】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３－５－１２  4,751 4.04 

 ニッセイアセットマネジメント株式会社 東京都千代田区丸の内１－６－６  5,224 4.44 

         計           － 9,975 8.48 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  7,282,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 109,573,000  109,571 － 

単元未満株式 普通株式     818,760 － － 

発行済株式総数 117,673,760 － － 

総株主の議決権 － 109,571 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三洋化成工業㈱ 
京都市東山区一橋野

本町11番地の１ 
7,282,000 － 7,282,000 6.19 

計 － 7,282,000 － 7,282,000 6.19 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

① 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用している。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月21日の第78回定時株主

総会終結時に在任する取締役及び同日に在籍する当社賃金規定Ａランク以上の経営補佐職に対して、特に有利な

条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月21日の第78回定時株主総会において特別決議されたもの

である。 

 当該制度の内容は、次のとおりである。 

 （注）１．新株予約権の行使時の払込金額 

発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合

（新株予約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第79号）附則第５条第２項の規定に

基づく自己株式の譲渡の場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。 

２．新株予約権の行使の条件 

(1）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2）新株予約権の割当を受けた対象者（以下、「新株予約権者」という。）は当社の取締役及び従業員の地位

を失った後は新株予約権の行使ができないものとする。ただし、新株予約権割当契約に定める条件を満た

す場合に限り新株予約権の行使ができるものとする。 

(3）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による権利行使はできない。ただし、新株予約権割

当契約に定める条件を満たす場合に限り、新株予約権の行使を認める。 

(4）上記の他、新株予約権者から当社への新株予約権返還事由、新株予約権の行使の制限その他に関して新株

予約権割当契約に定めるものとする。 

決議年月日 平成14年６月21日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役16名 

賃金規定Ａランク以上の経営補佐職250名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 863,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。（注）１ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上（注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 当社は、取締役及び経営補佐職に対して、旧商法第210条ノ２の規定に基づく自己株式取得方式によるストッ

クオプション制度を採用している。 

  平成13年６月22日第77回定時株主総会において決議されたもの 

 （注）１．権利付与日以降、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換及び新株引受権証券の権

利行使の場合を除く）する場合には、次の算式により払込金額を調整する。 

ただし、１円未満の端数は切り上げるものとする。 

２．権利行使についての条件 

(1）権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も、後記(4)に掲げる契約に定め

る条件により、これを行使することができる。 

(2）権利を付与された者が死亡した場合は、後記(4)に掲げる契約に定める条件により、相続人がこれを行使

することができる。 

(3）権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

(4）この他、権利行使の条件は、平成13年６月22日の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付

与の対象者との間で締結した「予め定めたる価額を以て会社より其の株式を自己に譲渡すべき旨を請求す

る権利を与ふる契約」に定めるものとする。 

決議年月日 平成13年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役16名 

賃金規定Ａランク以上の経営補佐職271名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 932,000株（１人2,000株から20,000株までの範囲） 

新株予約権の行使時の払込金額 1,054円（注）１ 

新株予約権の行使期間 平成13年８月３日～平成18年８月２日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入、その他の処分をすることはできない。 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はない。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

      該当事項はない。 

  なお、平成18年６月23日開催の定時株主総会において「当社は会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めることについて決議した。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はない。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はない。 

３【配当政策】 

 当社は、グループ収益力の向上により、将来に向かっての企業体質強化を図りながら、株主の皆様への利益還元を

充実させていくことを経営の重要課題と考えている。配当性向は30％以上をめどに、安定配当を実施することを基本

方針としている。また、内部留保資金については将来の成長につながる投資に活用したいと考えている。 

 なお、中間配当金（７円50銭）を含めた当期配当金は、１株当たり15円とした。 

 （注） 第82期中間配当に関する取締役会決議年月日 平成17年10月31日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,300 937 775 883 1,218 

最低（円） 650 640 630 701 757 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 909 1,043 1,020 1,150 1,218 1,085 

最低（円） 850 880 958 980 1,001 960 



５【役員の状況】 
  平成18年６月26日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

 取締役  取締役会議長 筧 哲男 昭和10年11月19日生 

昭和33年４月 当社入社 

昭和54年４月 企画開発本部長 

昭和56年６月 取締役企画開発本部長 

昭和56年10月 取締役企画開発本部長兼海外 

事業本部長 

昭和60年６月 常務取締役企画開発本部長兼 

海外事業本部長 

昭和63年６月 常務取締役海外営業・ＪＶ担当

兼海外事業本部長 

平成元年６月 専務取締役海外営業担当兼外国

企業とのＪＶ担当兼海外事業本

部長 

平成２年４月 専務取締役東京支社長兼海外営

業担当兼外国企業とのＪＶ担当

兼購買担当兼海外事業本部長 

平成３年６月 代表取締役専務取締役営業・ 

海外事業・外国企業とのＪＶ・

購買担当兼東京支社長 

平成７年６月 代表取締役社長 

平成13年４月 代表取締役社長兼技術開発機能

担当 

平成14年６月 代表取締役社長兼技術機能担当 

平成15年６月 代表取締役会長 

平成16年６月 ㈱サン・ペトロケミカル代表取

締役社長兼任（現） 

平成17年６月 取締役会長  

平成18年６月 取締役 取締役会議長(現)  

39 

代表取締役 

社長 
執行役員社長 家永 昌明 昭和20年２月10日生 

昭和42年４月 当社入社 

昭和63年４月 生産本部副本部長 

平成元年６月 取締役生産本部副本部長兼名古

屋工場長 

平成２年４月 取締役生産本部長兼名古屋工場

長 

平成５年６月 取締役生産本部長兼生産技術 

本部長 

平成７年６月 常務取締役生産本部長 

平成11年４月 常務取締役生産機能担当兼分社

グループ担当 

平成11年６月 専務取締役生産機能担当兼分社

グループ担当 

平成12年４月 専務取締役営業機能担当兼東京

支社長兼分社グループ担当 

平成13年４月 専務取締役営業機能担当兼東京

支社長 

平成15年６月 代表取締役社長兼執行役員社長

生産機能担当 

平成16年４月 代表取締役社長兼執行役員社長

（現） 

32 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

執行役員副社長 

研究開発機能 

担当 

増田 房義 昭和21年２月20日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成２年４月 新技術・プロセス開拓室長 

平成３年４月 研究本部副本部長 

平成３年６月 取締役研究本部副本部長 

平成７年６月 常務取締役研究本部長 

平成11年６月 専務取締役研究機能担当兼研究

本部長 

平成12年４月 専務取締役技術開発機能担当兼

研究本部長 

平成13年４月 専務取締役分社グループ担当 

平成15年６月 取締役兼専務執行役員研究開発

機能担当 

平成16年６月 取締役兼専務執行役員研究開発

機能担当兼研究本部長 

平成17年６月 代表取締役兼執行役員副社長 

研究開発機能担当（現） 

14 

取締役 
専務執行役員 

営業機能担当 
山本 嘉英 昭和20年11月23日生 

昭和46年４月 当社入社 

昭和61年４月 第七営業部長 

平成元年６月 取締役大阪支社副支社長兼営業

本部副本部長兼大阪営業所長 

平成５年６月 取締役大阪支社長兼営業本部副

本部長兼大阪営業所長兼電光材

分社長兼化成品機能開発分社長 

平成７年６月 取締役営業本部長兼 

東京営業所長 

平成９年４月 取締役購買本部長 

平成11年６月 常務取締役購買本部長 

平成15年６月 取締役兼常務執行役員営業機能

担当兼分社グループ担当兼 

東京支社長兼営業業務本部長 

平成15年６月 取締役兼常務執行役員営業機能

担当兼分社グループ担当兼 

東京支社長兼営業業務本部長 

平成16年６月 取締役兼専務執行役員営業機能

担当兼東京支社長兼 

営業業務本部長 

平成17年６月 取締役兼専務執行役員営業機能

担当兼営業業務本部長       

平成18年４月 取締役兼専務執行役員営業機能

担当 (現)       

16 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
専務執行役員 

生産機能担当 
井丸 勇治 昭和18年８月15日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成６年４月 鹿島工場長 

平成７年６月 取締役生産本部副本部長兼 

鹿島工場長 

平成８年10月 取締役生産本部副本部長兼 

名古屋工場長 

平成12年４月 取締役生産本部長兼 

名古屋工場長 

平成15年６月 執行役員生産本部長 

平成16年４月 執行役員生産機能担当 

平成16年６月 取締役兼常務執行役員生産機能

担当 

平成17年６月 取締役兼専務執行役員生産機能

担当（現） 

19 

取締役 

専務執行役員 

企業倫理担当兼

間接機能担当兼

総合事務本部長 

本庄 政昭 昭和22年４月11日生 

昭和46年４月 東レ㈱入社 

平成９年６月 同社国際部長兼経営企画第１室

主幹 

平成13年７月 当社社員理事総合事務本部副本

部長 

平成14年４月 社員理事営業業務本部長 

平成14年６月 取締役営業業務本部長 

平成15年６月 取締役兼執行役員購買本部長 

平成16年４月 取締役兼執行役員総合事務本部

長 

平成16年６月 取締役兼常務執行役員間接機能

担当兼総合事務本部長 

平成16年11月 取締役兼常務執行役員企業倫理

担当兼間接機能担当兼総合事務

本部長  

平成18年６月 取締役兼専務執行役員企業倫理

担当兼間接機能担当兼総合事務

本部長 (現)  

7 

取締役  
執行役員  

営業業務本部長 
矢野 達司  昭和26年６月21日生 

昭和49年４月  ㈱トーメン（現 豊田通商㈱)入

社 

平成11年７月 米国トーメン社化学品事業部門

長 

平成15年６月 ㈱トーメン執行役員北米総支配

人兼米国トーメン社社長 

平成18年４月 当社理事営業業務本部長 

平成18年６月 取締役兼執行役員営業業務本部

長 (現) 

2 

取締役  松井 英樹 昭和18年12月９日生 

昭和43年４月 日本石油化学㈱（現 新日本石

油化学㈱）入社 

平成10年４月 同社理事化学品事業本部化学品

業務部企画グループリーダー 

平成11年６月 同社取締役経営計画室長 

平成12年10月 同社取締役新事業開発部長 

平成14年６月 ㈱サン・ペトロケミカル代表 

取締役社長 

平成15年６月 当社取締役（現） 

5 

監査役 

(常勤) 
 平田 政和 昭和16年７月31日生 

昭和39年４月 東洋レーヨン㈱（現 東レ㈱）

入社 

昭和62年10月 同社輸出管理室長 

平成８年８月 同社法務部長兼審査室長兼知的

財産部主幹 

平成10年６月 同社法務部門主幹兼審査室長 

平成12年10月 東レエンジニアリング㈱常務 

理事 法務審査部門長 

平成15年６月 当社監査役（現） 

6 

 



 （注）１．取締役 松井 英樹は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。 

２．監査役 平田 政和、和中 新一、安河内 威は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

３．当社では、経営の意思決定・監督と業務執行の区分を明確にし、迅速かつ効率的な経営を目指し、平成15年

６月より執行役員制度を導入している。執行役員は取締役兼任を含め平成18年６月26日現在で17名である。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 

(常勤) 
 秋山 一 昭和19年12月23日生 

昭和45年10月 当社入社 

昭和３年10月 エラストマー研究部長 

平成７年４月 研究本部副本部長兼ウレタン原

料第一研究部長兼ウレタン原料

第二研究部長兼エラストマー研

究部長 

平成11年10月 海外企画部長 

平成15年６月 執行役員監査本部長兼リスク管

理室長 

平成18年６月 監査役（現） 

5 

監査役  和中 新一 昭和17年10月９日生 

昭和41年４月 東洋棉花㈱（現 ㈱豊田通商）

入社 

平成元年12月 同社機械会計部長 

平成３年６月 同社経理管理部長 

平成３年10月 同社経理部長 

平成10年５月 同社職能担当役員補佐（主計） 

平成12年４月 同社コーポレートスタッフ・ 

職能 役員補佐 

平成12年６月 同社監査役 

平成15年６月 当社監査役（現） 

5 

監査役  安河内 威 昭和19年２月８日生 

昭和41年４月 日本石油化学㈱（現 新日本石

油化学㈱）入社 

平成７年10月 日本ポリオレフィン㈱大阪支店

長 

平成９年10月 同社参与 ポリエチレン営業本部

長 

平成15年６月 新日本石油化学㈱執行役員開発

部長 

平成16年６月 同社常務取締役執行役員  

平成18年４月 ㈱サン・ペトロケミカル代表取

締役副社長 (現)  

平成18年６月 当社監査役 (現)  

2 

    計 152 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 社是「企業を通じてよりよい社会を建設しよう」を実現するため、当社グループでは「会社は株主をはじめとす

るステークホルダーすべてにフェアに責任を持つ」という共通認識のもと、コーポレート・ガバナンスを最重要課

題のひとつとして位置付けている。 

 また、コーポレート・ガバナンス体制を構築し、企業価値を高める経営を進めることにより、企業の社会的責任

を果たすことを経営の根幹としている。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 ①会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度採用会社であり、平成18年３月31日現在の取締役は７名（平成18年6月23日現在８名）であ

り、うち１名が社外取締役である。監査役４名のうち、３名が社外監査役であり、監査役会を設置している。当

社と当社社外取締役及び社外監査役との関係は次のとおりである。 

平成18年６月23日付で当社社外監査役に就任した安河内威氏は、当社の持分法適用関連会社であるサン・ペト

ロケミカル㈱の代表取締役副社長（新日本石油化学常務取締役を平成18年４月１日で退任）である。当社とサ

ン・ペトロケミカル㈱との関係は「第一部第１の４．関係会社の状況」に記載のとおりである。 

社外監査役の西部孝氏（平成18年６月23日付で退任）は当社の主要株主である新日本石油株式会社の取締役及

び同社の100％子会社である新日本石油化学株式会社の代表取締役社長を兼任している（新日本石油化学株式会

社代表取締役社長は平成18年４月１日付で退任）。当社と新日本石油株式会社及び新日本石油化学株式会社の間

には営業取引がある。なお、取引条件は当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっている。 

   その他の社外監査役及び社外取締役との間に取引関係その他利害関係はない。 

コーポレート・ガバナンス体制の概要（平成18年３月31日現在） 

 ②内部統制に対する基本的な考え方及び内部統制システムの整備状況 

当社の事業活動に関連する法令等を遵守し、その事業活動の有効性と効率性を達成し、財務報告の信頼性を確

保するために、経営者・従業員全員により整備・運用される体制を構築する。 

ａ． 「社是」「企業倫理憲章」「コンプライアンスの心得」を常時携帯し、それらを実践し企業風土の醸成

に努めるとともにコンプライアンス委員会や内部通報制度を設けコンプライアンスの徹底を図っている。

ｂ．  取締役会が経営方針等の重要事項の決定と業務執行状況の監督を行う一方、取締役会が決定した経営方

針等に従い業務執行を行う執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行の区分を明確にしている。

 監査役は社内の重要会議に出席するほか稟議書や重要文書を閲覧するとともに、内部監査部門による内

部監査の結果や内部通報制度（ホットライン）の状況は、内部監査部門より直接、代表取締役及び監査役

に報告される仕組みを構築している。 

ｃ．  職務が法令及び定款に適合し遂行されることを確保するため、業務責任規定や手続規定等の社内規定を

整備している。また、それらに基づき職務遂行を行うとともに、たえず職務遂行の有効性や効率性の確認

を行っている。さらに、取締役会直属の組織である内部監査部門が、規定類の妥当性や職務遂行における

規定類の遵守状況、職務遂行の効率性等を監査している。 



 ③内部監査及び監査役監査の状況 

当社及び関係会社の経営活動の執行状況を監査する目的で取締役会直轄の監査本部を設置しており、平成18年

３月31日現在のスタッフ数は執行役員１名を含め５名である。監査本部は監査役の要請に基づき監査役監査に協

力するとともに、適時情報交換することにより監査品質の向上と、監査の実効性確保に努めている。 

監査役と会計監査人との連携については、会計監査人の監査計画について説明を受ける（１回/年）ととも

に、中間期末ならびに期末監査における監査実施状況の報告を受けている（2回/年）。 

 ④リスク管理体制の整備の状況 

当社グループを取り巻く主要なリスクについては、定められた規定類のもと所轄部署がリスク管理するととも

に、教育活動も実施している。また、取締役会直轄の監査本部内にリスク管理室を設置し、全社のリスク管理状

況をモニタリングしている。発生したリスクについてはリスク管理室が窓口になり、適時・的確に対処するとと

もにその防止策を策定している。 

 ⑤会計監査の状況 

中央青山監査法人と監査契約を締結し、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めている。当事業年度にお

いて業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりである。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員： 桑木 肇、山本 眞吾 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名、会計士補 ６名、その他 ５名 

（2）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

取締役会は毎月原則１回開催し、経営方針等の重要事項の決定と業務執行状況の監督を行った。 

 また、経営会議は毎月原則２回開催し、取締役会により決定された経営方針等に基づき重要な業務執行上の決

定を行った。 

（3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び当社の会計監査人である中央青山監査法人

に対する監査報酬は以下のとおりである。 

役員報酬：  

 取締役に支払った報酬 193百万円

 監査役に支払った報酬 47百万円

 計 240百万円

  

監査報酬：  

 公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 19百万円

 それ以外の業務に基づく報酬 －百万円

 計 19百万円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、第81期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第81期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会計年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び第82期（平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで）の財務諸表について中央青山監査法人により監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   13,790   19,405  

２．受取手形及び売掛金   26,882   30,254  

３．たな卸資産   12,353   15,560  

４．繰延税金資産   902   1,007  

５．その他   723   1,258  

    貸倒引当金   △24   △25  

流動資産合計   54,626 45.2  67,461 46.8 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  27,024   29,028   

減価償却累計額  14,294 12,729  15,347 13,681  

(2）機械装置及び運搬具 ※５ 72,321   82,329   

減価償却累計額  54,931 17,389  59,284 23,044  

(3）土地   7,082   7,201  

(4）建設仮勘定   4,917   1,982  

(5）その他  9,185   9,602   

減価償却累計額  7,270 1,914  7,645 1,957  

有形固定資産合計   44,034 36.4  47,868 33.2 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   1,144   866  

(2）連結調整勘定   1,118   905  

(3）その他   197   248  

無形固定資産合計   2,459 2.0  2,020 1.4 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  16,946   25,353  

(2）長期貸付金   90   73  

(3）繰延税金資産   1,610   364  

(4）その他 ※１  1,199   1,194  

    貸倒引当金   △101   △72  

投資その他の資産計   19,744 16.4  26,913 18.6 

固定資産合計   66,238 54.8  76,801 53.2 

資産合計   120,865 100.0  144,263 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   16,652   20,089  

２．短期借入金   476   737  

３．一年以内返済予定長期借入金   279   309  

４．未払費用   2,370   2,376  

５．未払法人税等   1,544   1,820  

６．賞与引当金   1,530   1,655  

７．設備関係支払手形   1,262   3,038  

８．その他   3,457   3,955  

流動負債合計   27,573 22.8  33,981 23.6 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   －   10,000  

２．長期借入金   1,634   1,397  

３．繰延税金負債   29   1,159  

４．退職給付引当金   6,246   6,019  

５．役員退職慰労引当金   1,293   1,214  

６．その他   861   859  

固定負債合計   10,065 8.3  20,649 14.3 

負債合計   37,638 31.1  54,630 37.9 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   1,829 1.5  2,310 1.6 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  13,051 10.8  13,051 9.0 

Ⅱ 資本剰余金   12,191 10.1  12,198 8.5 

Ⅲ 利益剰余金   59,191 49.0  60,626 42.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,563 3.0  7,169 5.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △947 △0.8  △81 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※４  △5,652 △4.7  △5,641 △3.9 

資本合計   81,397 67.4  87,322 60.5 

負債、少数株主持分及び資本合計   120,865 100.0  144,263 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   93,454 100.0  108,413 100.0 

Ⅱ 売上原価   71,054 76.0  83,884 77.4 

売上総利益   22,399 24.0  24,528 22.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運送費・保管料  4,564   4,703   

２．給与・報酬  2,753   2,842   

３．従業員賞与  802   796   

４．退職給付費用  334   319   

５．福利厚生費  750   811   

６．減価償却費  507   529   

７．研究開発費 ※１ 4,077   4,317   

８．連結調整勘定償却額  185   178   

９．その他  2,435 16,411 17.6 2,832 17,331 16.0 

営業利益   5,988 6.4  7,197 6.6 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  25   36   

２．受取配当金  141   219   

３．不動産賃貸料  379   395   

４．為替差益  －   425   

５．持分法による投資利益  348   168   

６．その他  105 1,001 1.1 23 1,268 1.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  54   86   

２．不動産賃貸原価  85   140   

３．たな卸資産廃棄損  181   113   

４．たな卸資産評価損  106   72   

５．クレーム処理費用  60   57   

６．その他  67 555 0.6 48 519 0.5 

経常利益   6,433 6.9  7,946 7.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 2   －   

２．補助金受入額  15 17 0.0 － － － 

        

Ⅶ 特別損失        

１．減損損失 ※３ －   1,219   

２．固定資産除却損 ※４ 477   134   

３．投資有価証券評価損  6   22   

４．貸倒引当金繰入額  5   －   

５．その他の投資評価損  5 495 0.5 － 1,375 1.2 

税金等調整前当期純利益   5,955 6.4  6,570 6.1 

法人税、住民税及び事業税  2,314   2,990   

法人税等調整額  △42 2,272 2.4 △164 2,826 2.6 

少数株主利益   84 0.1  588 0.6 

当期純利益   3,598 3.9  3,155 2.9 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,191  12,191 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．自己株式処分差益  － － 7 7 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   12,191  12,198 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   57,305  59,191 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  3,598 3,598 3,155 3,155 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,655  1,655  

２．役員賞与  56  65  

３．自己株式処分差損  0 1,712 － 1,720 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   59,191  60,626 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税金等調整前当期純利益  5,955 6,570 

２．減価償却費  6,479 6,998 

３．固定資産除却損  477 134 

４．減損損失  － 1,219 

５．連結調整勘定償却額  185 178 

６．貸倒引当金の増加（△減少）額  △86 △28 

７．賞与引当金の増加（△減少）額  173 124 

８．退職給付引当金の増加（△減少）額  △152 △227 

９．役員退職慰労引当金の増加（△減少）額  △171 △79 

10．受取利息及び受取配当金  △167 △255 

11．支払利息  54 86 

12．持分法による投資利益  △348 △168 

13．固定資産売却益  △2 － 

14．投資有価証券評価損  6 22 

15．その他営業外収益  △503 △844 

16．その他営業外費用  330 214 

17．売上債権の減少（△増加）額  △3,582 △3,233 

18．たな卸資産の減少（△増加）額  △1,484 △3,040 

19．その他資産の減少（△増加）額  262 △85 

20．仕入債務の増加（△減少）額  3,656 3,207 

21．未払消費税等の増加（△減少）額  △413 103 

22．未収消費税等の減少（△増加）額  △50 50 

23．その他負債の増加（△減少）額  764 110 

24．役員賞与の支払額  △62 △65 

小計  11,321 10,994 

25．利息及び配当金の受取額  385 717 

26．利息の支払額  △53 △85 

27．その他営業外収入  473 425 

28．その他営業外支出  △370 △258 

29．法人税等の支払額  △1,306 △2,726 

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,450 9,067 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金の預入による支出  － △5,000 

２．固定資産の取得による支出  △9,297 △8,836 

３．固定資産の売却による収入  15 0 

４．投資有価証券の取得による支出  △1,613 △2,377 

５．子会社株式の取得による支出  － △62 

６．貸付金の実行による支出  △211 △36 

７．貸付金の回収による収入  207 91 

８．その他投資活動による収入  340 38 

９．その他投資活動による支出  △208 △663 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △10,767 △16,844 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．短期借入れによる収入  1,068 1,434 

２．短期借入金の返済による支出  △1,166 △1,236 

３．長期借入れによる収入  532 26 

４．長期借入金の返済による支出  △381 △280 

５．社債の発行による収入  － 10,000 

６．少数株主への株式の発行による収入  94 － 

７．自己株式の取得による支出  △31 △42 

８．自己株式の売却による収入  4 59 

９．親会社による配当金の支払  △1,656 △1,655 

10．少数株主への配当金の支払  △139 △159 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,675 8,148 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  72 243 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減少）額  △1,919 614 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  15,709 13,790 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  13,790 14,405 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数     ９社 (イ)連結子会社の数     ９社 

 主要な連結子会社名 

サンダイヤポリマー㈱、サンケミカ

ル㈱、三洋化成精細化学品(南通)有

限公司、三大雅精細化学品(南通)有

限公司 

主要な連結子会社名 

同左 

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等 (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名古

屋三洋倉庫㈱、サンノプコ(上海)貿

易有限公司 

主要な非連結子会社 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名古

屋三洋倉庫㈱、サンノプコ(上海)貿

易有限公司、サンヨーケミカル・テ

キサス・インク 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

  上記非連結子会社はいずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないので、連結の範

囲から除外している。 

 上記非連結子会社のうちサンヨーケミ

カル・テキサス・インクについては、当

連結会計年度において新たに設立した

が、設立直後で実質的な事業活動を行っ

ておらず重要性も乏しいため、連結の範

囲から除外している。 

 また、その他の非連結子会社はいずれ

も小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさないの

で、連結の範囲から除外している。 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ３社 

会社名 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名

古屋三洋倉庫㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ３社 

会社名 

同左 

 (ロ)持分法適用の関連会社数 ３社 

会社名 

㈱サン・ペトロケミカル、塩浜ケ

ミカル倉庫㈱、サンライズ・ケミ

カルＬＬＣ 

(ロ)持分法適用の関連会社数 ３社 

会社名 

同左 

 (ハ)持分法を適用していない非連結子会

社（プロドウトスキミコス サンヨー

カセイ・ド・ブラジル リミターダ及

びサンノプコ(上海)貿易有限公司）及

び関連会社（大祥化成股份有限公司他

１社）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外

している。 

(ハ)持分法を適用していない非連結子会

社のうちサンヨーケミカル・テキサ

ス・インクについては、当連結会計年

度において新たに設立したが、設立直

後で実質的な事業活動を行っておらず

重要性も乏しいため、持分法の適用範

囲から除外している。また、その他の

非連結子会社（プロドウトスキミコス 

サンヨーカセイ・ド・ブラジル リミ

ターダ、サンノプコ(上海)貿易有限公

司）及び関連会社（大祥化成股份有限

公司他１社）についても、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外している。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結財務諸表提出会社と異なる会社

は、サンヨーカセイ（タイランド）リミ

テッド、サンナム・コーポレーション、

サンヨーケミカル・アンド・レジンズ・

インコーポレイテッド、三洋化成精細化

学品(南通)有限公司及び三大雅精細化学

品(南通)有限公司の５社であり、その決

算日は12月31日である。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使用

している。ただし、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っている。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

 (ロ)たな卸資産 

……月別総平均法による原価法 

(ロ)たな卸資産 

……同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

 (イ)有形固定資産 

……当社及び国内連結子会社は定

率法（ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については

定額法）を採用し、在外連結

子会社は主として定額法を採

用している。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(イ)有形固定資産 

……同左 

 建物及び構築物  ３～50年 

機械装置及び運搬具 

４～８年 

 

 (ロ)無形固定資産 

……定額法を採用している。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいている。 

(ロ)無形固定資産 

……同左 

  (3）    ───── 

  

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

(イ)社債発行費  

支出時に全額費用として処理している。

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

 (ロ)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上している。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

 (ハ)退職給付引当金 (ハ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）による定額法

により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしている。 

同左 

 (ニ)役員退職慰労引当金 (ニ)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規定（内規）

に基づく期末要支給額を計上してい

る。 

同左 

 (5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産及び負債

は、在外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含め

ている。 

同左 

 (6）重要なリース取引の処理方法 (6）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

 (イ)消費税等の会計処理 (イ)消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、10年

間で均等償却している。ただし、金額が

僅少の場合には、発生会計年度に全額償

却している。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成して

いる。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少のリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

いる。これにより税金等調整前当期純利益は1,337百万円

減少している。 

  このうち293百万円は持分法適用会社におけるものであ

り、連結損益計算書上の「持分法による投資利益」に含

まれている。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 「クレーム処理費用」は、前連結会計年度まで営業外

費用の「その他」に含めて表示していたが、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度における「クレーム処理費用」

の金額は48百万円である。 

（連結損益計算書） 

 「為替差益」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示していたが、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度における「為替差益」の金額は

24百万円である。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社にかかる注記 ※１ 非連結子会社及び関連会社にかかる注記 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

投資有価証券（株式） 3,616百万円

その他（出資金） 27 〃 

投資有価証券（株式）      5,081百万円

その他（出資金） 49 〃 

 ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとおりである。 

 従業員（住宅資金に関するもの） 27百万円

 サンノプコ（上海）貿易有限公司 9百万円

 (750千人民元)

リース契約に係る債務保証は次のとおりである。 

 サンライズ・ケミカルＬＬＣ 1,588百万円

 (14,801千米ドル)

金融機関借入に伴う債務保証は次のとおりである。 

 従業員（住宅資金に関するもの）   14百万円

   

  

リース契約に係る債務保証は次のとおりである。 

 サンライズ・ケミカルＬＬＣ      1,534百万円

 (13,060千米ドル)

※３ 当社の発行済株式総数  

普通株式 117,673,760株

※３ 当社の発行済株式総数  

普通株式  117,673,760株

※４ 当社が保有する自己株式の数  

普通株式 7,305,466株

※４ 当社が保有する自己株式の数  

普通株式    7,282,451株

※５ 有形固定資産（機械装置）の取得価額から控除して

いる国庫補助金による圧縮記帳額は90百万円である。 

※５        ───── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 4,077百万円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

      4,317百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。 ※２         ───── 

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1 〃 

 

 ※３        ─────  ※３ 固定資産減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産

について減損損失を計上した。 

  当社グループは、原則として商品分野別及び工場別に資

産のグルーピングを実施している。 

 その結果、営業活動から生ずる損益が継続してマイナス

である資産グループならびに遊休資産について帳簿価額を

回収可能限度額まで減額し、1,512百万円（内、1,219百万

円を特別損失に計上）を損失として計上した。その内訳

は、建物及び構築物350百万円、機械装置及び運搬具780百

万円、土地293百万円、ソフトウェア4百万円及びその他84

百万円である。 

  なお、回収可能価額の評価にあたっては、正味売却価額

と使用価値のいずれか高い金額を採用しており、不動産の

正味売却価額は取引事例価格によっている。使用価値は将

来キャッシュ・フロー見積額を(2.4％～7.3％)で割り引い

て算定している。 

場所 用途 種類 
金額 

（百万円） 

サンダイヤ 

ポリマー㈱ 

愛知県 

東海市 

親水系高分 

子薬剤製造 

設備 

 機械類 60 

サンダイヤ 

ポリマー㈱ 

岐阜県 

大垣市 

親水系高分 

子薬剤製造 

設備 

 建物・ 

機械類 
566 

三洋化成精細

化学品(南通)

有限公司 

中国江蘇省 

南通市 

 界面活性剤 

 製造設備 

  建物・ 

機械類 
592 

 三洋運輸㈱ 

茨城県 

神栖市 

遊休資産 土地 293 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 

建物及び構築物 49百万円

機械装置及び運搬具 62 〃 

借地権 268 〃 

その他 96 〃 

建物及び構築物   9百万円

機械装置及び運搬具 60 〃 

その他 65 〃 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 13,790百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物の期末残高 13,790百万円

現金及び預金期末残高  19,405百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △5,000百万円

現金及び現金同等物の期末残高  14,405百万円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 工具器具備品他

取得価額相当額   82百万円

減価償却累計額相当額 64 〃 

期末残高相当額  18 〃 

 工具器具備品他

取得価額相当額     59百万円

減価償却累計額相当額 44 〃 

期末残高相当額  15 〃 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 9百万円

１年超  8 〃 

計  18 〃 

１年以内  8百万円

１年超  6 〃 

計  15 〃 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価 

 償却費相当額及び減損損失 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額  16 〃 

支払リース料     10百万円

減価償却費相当額  10 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

  （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はない。 



（有価証券関係） 

Ⅰ．前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

 （注） 当連結会計年度においてその他有価証券で時価のある株式について2百万円減損処理を行ってい

る。 

なお、減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場

合には全て減損処理を行っている。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項なし。 

(2）その他有価証券 

  取得原価  
連結貸借対照表 
計上額 

 差額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

① 株式  7,122百万円 13,095百万円 5,973百万円

② 債券  － 〃  － 〃  － 〃 

③ その他  － 〃  － 〃  － 〃 

小計  7,122百万円 13,095百万円 5,973百万円

       

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

① 株式  3百万円 3百万円 △0百万円

② 債券  － 〃  － 〃  － 〃 

③ その他  － 〃  － 〃  － 〃 

小計  3百万円 3百万円 △0百万円

合計  7,125百万円 13,098百万円 5,973百万円

売却額  売却益の合計額  売却損の合計額 

2百万円  1百万円  0百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,847百万円 



Ⅱ．当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っていない。

なお、減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場

合には全て減損処理を行っている。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項なし。 

(2）その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はない。 

  取得原価  
連結貸借対照表 
計上額 

 差額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

① 株式  8,048百万円 20,061百万円 12,013百万円

② 債券  － 〃  － 〃  － 〃 

③ その他  － 〃  － 〃  － 〃 

小計  8,048百万円 20,061百万円 12,013百万円

       

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

① 株式  －百万円 －百万円 －百万円

② 債券  － 〃  － 〃  － 〃 

③ その他  － 〃  － 〃  － 〃 

小計  －百万円 －百万円 －百万円

合計  8,048百万円 20,061百万円 12,013百万円

売却額  売却益の合計額  売却損の合計額 

0百万円  0百万円  －百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 5,292百万円 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けている。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

① 退職給付債務（百万円） △14,389 △14,492 

② 年金資産（百万円） 6,492 8,306 

③ 未積立退職給付債務 ①＋②（百万円） △7,897 △6,186 

④ 未認識数理計算上の差異（百万円） 1,848 346 

⑤ 未認識過去勤務債務（債務の減額） 

（百万円） 
△197 △179 

⑥ 退職給付引当金 ③＋④＋⑤（百万円） △6,246 △6,019 

 前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

① 勤務費用（百万円） 664 658 

② 利息費用（百万円） 287 284 

③ 期待運用収益（百万円） △122 △129 

④ 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 186 175 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額（百万円） △17 △17 

⑥ 退職給付費用①＋②＋③＋④＋⑤ 

（百万円） 
998 970 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率（％） 2.0 同左 

③ 期待運用収益率（％） 2.0 同左 

④ 過去勤務債務の処理年数 発生連結会計年度から14年 同左 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 発生翌連結会計年度から14年 同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注） 繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  （百万円）  （百万円） 

（繰延税金資産）     

未払事業税  150  172 

賞与引当金  616  666 

未払賞与に係る社会保険料  54  59 

退職給付引当金  2,479  2,426 

役員退職慰労引当金  533  500 

税務上の繰越欠損金   －  113 

その他  1,115  1,202 

繰延税金資産小計  4,949  5,140 

評価性引当額  －  △59 

繰延税金資産合計  4,949  5,081 

     

（繰延税金負債）     

固定資産圧縮積立金  △21  △19 

特別償却準備金  △7  △4 

その他有価証券評価差額金  △2,407  △4,843 

その他  △29  － 

繰延税金負債合計  △2,466  △4,868 

繰延税金資産の純額  2,482  213 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  （百万円）  （百万円） 

流動資産－繰延税金資産  902  1,007 

固定資産－繰延税金資産  1,610  364 

流動負債－繰延税金負債  －  － 

固定負債－繰延税金負債  △29  △1,159 

  前連結会計年度  当連結会計年度 

  （％）  （％） 

法定実効税率  40.3  40.3 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 0.9  0.9 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
 △0.3  △0.5 

税額控除  △5.6  △5.5 

持分法による投資利益  △1.6  0.1 

連結調整勘定償却額  1.3  1.1 

連結子会社における損失  2.6  8.0 

海外子会社の税率差による影響  0.1  △1.6 

還付税金  △1.2  － 

その他  1.7  0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  38.2  43.0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種の化学品を

専ら製造販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載していない。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日）については、当社及び連結子会社の売上高の合計及び当社及び連結子会社の資産の

金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載を省略して

いる。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………韓国、中国、インドネシア、タイ 他 

(2）アメリカ…………米国、メキシコ、ブラジル 他 

(3）その他の地域……オーストラリア、ヨーロッパ、中近東 他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 アジア アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,276 4,583 4,184 20,044 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 93,454 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
12.0 4.9 4.5 21.4 

 アジア アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,941 5,294 6,498 25,734 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 108,413 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
12.9 4.8 6.0 23.7 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等を含んでいないが、期末残高には消費税等を含んでいる。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

製品の販売、原材料・設備の購入については、価格及びその他の取引条件は、一般的取引条件と同様に決定

している。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等を含んでいないが、期末残高には消費税等を含んでいる。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

製品の販売、原材料・設備の購入については、価格及びその他の取引条件は、一般的取引条件と同様に決定

している。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金
(百万円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の

関係会社 

㈱トーメ

ン 

大阪市 

北区 
44,199 卸売業 

（被所有） 

直接 19.5 

間接 0.02 

（所有） 

直接  1.1 

兼任 

１人 

転籍 

２人 

当社製品

の販売並

びに原材

料・設備

の購入 

製品の販売 9,000 売掛金 3,428 

原材料の購入 9,546 買掛金 3,860 

設備の購入 301 未払金 316 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金
(百万円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の

関係会社 

㈱トーメ

ン 

大阪市 

北区 
44,199 卸売業 

（被所有） 

直接 19.5 

間接 0.02 

（所有） 

直接  1.1 

兼任 

１人 

転籍 

１人 

当社製品

の販売並

びに原材

料・設備

の購入 

製品の販売 11,571 売掛金 4,230 

原材料の購入 12,054 買掛金 4,978 

設備の購入 － 未払金 － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項なし。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項なし。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 736円91銭

１株当たり当期純利益金額 32円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していない。 

１株当たり純資産額    790円38銭

１株当たり当期純利益金額   27円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

  27円76銭

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 3,598百万円      3,155百万円 

普通株主に帰属しない金額 65百万円   71百万円 

（うち利益処分による役員賞与金） （65百万円） （71百万円） 

普通株式に係る当期純利益 3,533百万円      3,084百万円 

期中平均株式数 110,387千株 110,359千株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 －百万円 －百万円 

普通株式増加数 －千株 768千株 

（うち転換社債型新株予約権付社債） （－千株） （739千株） 

（うち新株予約権） （－千株） （29千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成12年６月23日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式 384千株 

平成13年６月22日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式 729千株 

平成14年６月21日定時株主総会決

議ストックオプション 

（新株予約権） 

新株予約権の数 743個 

平成13年６月22日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式    674千株 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．新株予約権付社債の内容 

 なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償

還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また新株予約権

が行使されたときには、当該請求があったものとみなす。 

 （注）２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

三洋化成工業株式会社 

130％コールオプション

条項付第４回無担保転換

社債型新株予約権付社債 

平成18年 

３月９日 
－ 10,000 － － 

平成23年 

３月31日 

合計 － － － 10,000 － － － 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） －

株式の発行価格（円）  1,127

発行価額の総額（百万円）  10,000

新株予約権の行使により発行した株式の
発行価額の総額（百万円）  

－

新株予約権の付与割合（％）  100

新株予約権の行使期間  平成18年４月１日から  
平成23年３月30日まで 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ － － － 10,000 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 476 737 0.614 － 

１年以内返済予定の長期借入金 279 309 2.123 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,634 1,397 2.179 
平成19年９月 

～24年３月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,390 2,444 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 395 386 282 142 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   11,534   16,171  

２．受取手形   243   157  

３．売掛金  ※１  22,536   25,248  

４．製品・商品   4,479   5,715  

５．半製品   2,830   3,113  

６．仕掛品   94   353  

７．原料   1,634   1,900  

８．容器   36   58  

９．貯蔵品   72   87  

10．前払費用   31   40  

11．繰延税金資産   707   751  

12．関係会社短期貸付金   978   300  

13．未収入金 ※１  5,111   6,551  

14．未収消費税等   50   181  

15．その他   112   109  

  貸倒引当金   △19   △21  

流動資産合計   50,434 43.8  60,721 44.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  14,387   15,325   

減価償却累計額  7,645 6,741  8,063 7,262  

(2）構築物  6,071   6,657   

減価償却累計額  4,006 2,065  4,298 2,359  

(3）機械装置 ※６ 55,090   62,064   

減価償却累計額  43,463 11,626  46,408 15,656  

(4）車両運搬具  382   496   

減価償却累計額  323 58  361 135  

(5）工具器具備品  7,691   7,970   

減価償却累計額  6,370 1,321  6,569 1,401  

(6）土地   6,668   6,750  

(7）建設仮勘定   1,938   1,732  

有形固定資産合計   30,420 26.4  35,297 26.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   1,065   777  

(2）特許権   －   9  

(3）その他   26   40  

無形固定資産合計   1,091 1.0  827 0.6 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   10,507   14,952  

(2）関係会社株式   14,020   17,062  

(3）関係会社出資金   1,722   1,722  

(4）長期貸付金   6   6  

(5）関係会社長期貸付金   4,448   4,152  

(6）従業員長期貸付金   13   8  

(7）長期前払費用   21   38  

(8）繰延税金資産   1,394   －  

(9）敷金・保証金   744   751  

(10）その他   355   315  

貸倒引当金   △98   △75  

投資その他の資産合計   33,137 28.8  38,934 28.7 

固定資産合計   64,649 56.2  75,059 55.3 

資産合計   115,083 100.0  135,780 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   495   478  

２．買掛金 ※１  16,924   20,445  

３．一年以内返済予定長期借入金   53   58  

４．未払金 ※１  2,845   2,758  

５．未払費用 ※１  1,721   1,794  

６．未払法人税等   1,155   624  

７．預り金   655   1,341  

８．賞与引当金   1,281   1,382  

９．設備関係支払手形   1,095   2,867  

10．その他   27   11  

流動負債合計   26,255 22.8  31,763 23.4 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   －   10,000  

２．長期借入金    160   117  

３．繰延税金負債   －   1,158  

４．退職給付引当金   6,246   6,019  

５．役員退職慰労引当金   1,293   1,214  

６．その他   932   934  

固定負債合計   8,633 7.5  19,443 14.3 

負債合計   34,888 30.3  51,206 37.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  13,051 11.3  13,051 9.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  12,191   12,191   

２．その他資本剰余金           

(1）自己株式処分差益  －   7   

資本剰余金合計   12,191 10.6  12,198 9.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  2,775   2,775   

２．任意積立金        

(1）配当準備積立金  329   329   

(2）特別償却準備金  16   11   

(3）固定資産圧縮積立金  30   29   

(4）保険差益圧縮積立金  3   2   

(5）別途積立金  48,946   51,146   

３．当期未処分利益  4,943   3,512   

利益剰余金合計   57,045 49.6  57,807 42.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,559 3.1  7,158 5.3 

Ⅴ 自己株式 ※３  △5,652 △4.9  △5,641 △4.2 

資本合計   80,194 69.7  84,573 62.3 

負債及び資本合計   115,083 100.0  135,780 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品商品売上高 ※７ 72,622   81,795   

２．技術収入 ※７ 200 72,823 100.0 311 82,107 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首製品商品たな卸高  3,923   4,479   

２．当期製品製造原価 ※７ 42,921   49,918   

３．当期商品仕入高 ※７ 12,108   14,848   

４．製品へ他勘定からの受入高 ※２ 1,072   1,394   

合計  60,026   70,641   

５．製品他勘定振替高 ※３ 22   △16   

６．期末製品商品たな卸高  4,479 55,524 76.2 5,715 64,942 79.1 

売上総利益   17,298 23.8  17,164 20.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運送費・保管料  3,266   3,398   

２．給与・報酬  2,118   2,115   

３．従業員賞与  671   667   

４．退職給付費用  287   276   

５．福利厚生費  629   646   

６．減価償却費  484   472   

７．研究開発費 ※１ 3,485   3,675   

８．その他  1,677 12,620 17.4 1,870 13,124 16.0 

営業利益   4,678 6.4  4,040 4.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※７ 102   123   

２．受取配当金 ※７ 698   1,106   

３．不動産賃貸料 ※７ 591   578   

４．経営指導料 ※７ 26   27   

５．その他 ※７ 177 1,595 2.2 320 2,155 2.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  20   24   

２．不動産賃貸原価  107   158   

３．たな卸資産廃棄損 ※４ 174   98   

４．クレーム処理費用  60   55   

５．その他  27 390 0.5 41 377 0.4 

経常利益   5,883 8.1  5,818 7.1 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ 1   －   

２．補助金受入額  15 16 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※６ 200   114   

２．関係会社株式評価損    －   1,557   

３．投資有価証券評価損  3   22   

４．貸倒引当金繰入額  5   －   

５．その他の投資評価損  5 215 0.3 － 1,694 2.1 

税引前当期純利益   5,684 7.8  4,124 5.0 

法人税、住民税及び事業税  1,737   1,570   

法人税等調整額  68 1,805 2.5 77 1,647 2.0 

当期純利益   3,879 5.3  2,477 3.0 

前期繰越利益   1,891   1,863  

自己株式処分差損   0   －  

中間配当額   827   827  

当期未処分利益   4,943   3,512  

        



製造原価明細書 

脚注 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  28,524 68.9 34,177 70.8 

Ⅱ 労務費 ※１ 4,636 11.2 4,760 9.9 

Ⅲ 経費 ※２ 8,211 19.9 9,332 19.3 

当期総製造費用  41,372 100.0 48,270 100.0 

期首半製品・仕掛品たな卸高  2,661  2,924  

半製品へ他勘定からの受入高 ※３ 1,811  2,190  

合計  45,845  53,385  

期末半製品・仕掛品たな卸高  2,924  3,466  

当期製品製造原価  42,921  49,918  

      

前事業年度 当事業年度 

１．原価計算の方法は、工程別、組別、総合原価計算法を採用してい

る。 

１．原価計算の方法は、工程別、組別、総合原価計算法を採用してい

る。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法は、重要な会計方針の２参

照。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法は、重要な会計方針の２参

照。 

３．※１ 労務費のうち主なものは、下記のとおりである。 ３．※１ 労務費のうち主なものは、下記のとおりである。 

内訳 金額 

給与手当 2,832百万円 

従業員賞与 839 〃 

退職給付費用 327 〃 

内訳 金額 

給与手当      2,923百万円 

従業員賞与 862 〃 

退職給付費用 318 〃 

※２ 製造経費のうち主なものは、下記のとおりである。 ※２ 製造経費のうち主なものは、下記のとおりである。 

内訳 金額 

減価償却費 3,758百万円 

電力料 772 〃 

外注加工費 576 〃 

内訳 金額 

減価償却費      4,143百万円 

電力料 836 〃 

外注加工費 852 〃 

※３ 半製品へ他勘定からの受入高の内訳は、下記のとおりで

ある。 

※３ 半製品へ他勘定からの受入高の内訳は、下記のとおりで

ある。 

内訳 金額 

半製品仕入高 2,164百万円 

廃棄損 △116 〃 

工場消耗品費その他 △236 〃 

計 1,811 〃 

内訳 金額 

半製品仕入高      2,947百万円 

廃棄損 △77 〃 

工場消耗品費その他 △680 〃 

計      2,190 〃 



③【利益処分計算書】 

 （注）１．平成16年12月１日に827百万円（１株につき普通７円50銭）の中間配当を実施した。 

２．平成17年12月１日に827百万円（１株につき普通７円50銭）の中間配当を実施した。 

３．特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、保険差益圧縮積立

金は、法人税法に基づくものである。 

  
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成17年６月21日） 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益    4,943   3,512 

Ⅱ 任意積立金取崩額        

１．特別償却準備金取崩額   4   4  

２．固定資産圧縮積立金取崩額   1   1  

３．保険差益圧縮積立金取崩額   1 7  0 7 

合計    4,950   3,519 

Ⅲ 利益処分額        

１．配当金  
１株につき 
(普通７円 

50銭)
827  

１株につき 
(普通７円 
  50銭)

827  

２．役員賞与金   60   65  

（うち監査役賞与金）   (5)  (6) 

３．任意積立金        

(1）別途積立金   2,200 3,087  800 1,692 

Ⅳ 次期繰越利益    1,863   1,827 

        



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定してい

る。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 製品・商品、半製品、仕掛品、原料、

容器、貯蔵品のいずれも、月別総平均法

による原価法によっている。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法）を採用して

いる。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

建物         ３～50年 

機械装置       ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 ───── 

  

  

(1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理してい

る。  

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上している。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としている。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規定（内規）に基

づく期末要支給額を計上している。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用している。 

なお、当事業年度については、これによる損益の影響はな

い。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

 「クレーム処理費用」は、前事業年度まで営業外費用

の「その他」に含めて表示していたが、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前事業年度における「クレーム処理費用」の金

額は44百万円である。 

───── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関係会社にかかる注記 ※１ 関係会社にかかる注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 5,241百万円 

未収入金 4,975 〃 

買掛金 5,966 〃 

未払金 317 〃 

売掛金 6,648百万円 

未収入金 6,470 〃 

買掛金     7,900 〃 

未払金  2 〃 

未払費用 610 〃 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 257,956,000株 

発行済株式総数  普通株式 117,673,760株 

授権株式数        普通株式  257,956,000株 

発行済株式総数  普通株式 117,673,760株 

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

         普通株式 7,305,466株          普通株式   7,282,451株 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとおりである。 

 従業員（住宅資金に関するもの） 27百万円 

    

   

リース契約に係る債務保証は次のとおりである。 

 サンライズ・ケミカルＬＬＣ 1,588百万円 

 (14,801千米ドル) 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとおりである。 

  従業員（住宅資金に関するもの）   14百万円 

  サンナム・コーポレーション 1,409百万円 

 (12,000千米ドル) 

リース契約に係る債務保証は次のとおりである。 

 サンライズ・ケミカルＬＬＣ      1,534百万円 

 (13,060千米ドル) 

 ５ 配当制限  ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,559百万円

である。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は7,158百万円

である。 

※６ 有形固定資産（機械装置）の取得価額から控除し

ている国庫補助金による圧縮記帳額は90百万円であ

る。 

※６        ───── 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 当期研究開発費の総額 ※１ 当期研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

 3,485百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

 3,675百万円

※２ 他勘定からの受入高は、試作品原価及び容器勘定

から振替受入れしたものである。 

※２         同左 

※３ 他勘定振替高は、製品商品使用不能による廃棄

損、見本品、その他であり、見本品は販売費へ振替

処理したものである。 

※３         同左 

※４ たな卸資産廃棄損は、変質または腐敗のため焼却

処分等を行ったものである。 

※４ たな卸資産廃棄損は、変質または腐敗のため焼却

処分等を行ったものである。 

製品・商品 18百万円

半製品 139 〃 

原料その他 15 〃 

計 174 〃 

製品・商品   13百万円

半製品 77 〃 

原料その他 7 〃 

計 98 〃 

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。 ※５        ───── 

工具器具備品 1百万円    

※６ 不要陳腐化等の固定資産除却損の内訳 ※６ 不要陳腐化等の固定資産除却損の内訳 

建物 43百万円

構築物 3 〃 

機械装置 57 〃 

工具器具備品 21 〃 

除却に伴う撤去費用等 74 〃 

計 200 〃 

建物   7百万円

構築物 0 〃 

機械装置 41 〃 

工具器具備品 19 〃 

除却に伴う撤去費用等 45 〃 

計 114 〃 

※７ 関係会社との取引にかかるもの ※７ 関係会社との取引にかかるもの 

 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。 

 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。 

製品商品売上高及び技術収入 14,486百万円

商品・半製品・原材料仕入高 22,321 〃 

受取配当金 583 〃 

不動産賃貸料 591 〃 

受取利息等その他の営業外収益 231 〃 

製品商品売上高及び技術収入 13,245百万円

商品・半製品・原材料仕入高 28,001 〃 

受取配当金 933 〃 

不動産賃貸料 578 〃 

受取利息等その他の営業外収益 196 〃 



（リース取引関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）のいずれにおいても重要性のあるリース取引はない。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

  （百万円）  （百万円） 

（繰延税金資産）     

未払事業税  114  78 

賞与引当金  516  557 

未払賞与に係る社会保険料  44  47 

退職給付引当金  2,479  2,426 

役員退職慰労引当金  521  489 

その他  860  853 

繰延税金資産小計  4,536  4,454 

評価性引当額  －  － 

繰延税金資産合計  4,536  4,454 

     

（繰延税金負債）     

固定資産圧縮積立金  △21  △19 

特別償却準備金  △7  △4 

その他有価証券評価差額金  △2,404  △4,836 

繰延税金負債合計  △2,434  △4,860 

繰延税金資産の純額  2,102  △406 

  前事業年度  当事業年度 

  （％）  法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税

率の100分の5以下であるた

め注記を省略している。 

法定実効税率  40.3  

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 0.7  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
 △4.4  

税額控除  △5.2  

還付税金  △1.3  

その他  1.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  31.8  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項なし。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項なし。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 726円07銭

１株当たり当期純利益金額 34円60銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していない。 

１株当たり純資産額    765円54銭

１株当たり当期純利益金額   21円86銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額  
21円71銭

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 3,879百万円      2,477百万円 

普通株主に帰属しない金額 60百万円 65百万円 

（うち利益処分による役員賞与金） （60百万円） （65百万円） 

普通株式に係る当期純利益 3,819百万円      2,412百万円 

期中平均株式数 110,387千株        110,359千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 －百万円 －百万円 

普通株式増加数 －千株        768千株 

（うち転換社債型新株予約権付社債） （－千株） （739千株） 

（うち新株予約権） （－千株） （29千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成12年６月23日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式 384千株 

平成13年６月22日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式 729千株 

平成14年６月21日定時株主総会決

議ストックオプション 

（新株予約権） 

新株予約権の数 743個 

平成13年６月22日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式    674千株 

  

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱日本触媒 6,338,000 8,866 

栗田工業㈱ 572,665 1,443 

韓国ポリオール㈱ 196,636 1,121 

ユニチャーム㈱ 92,702 535 

ブリヂストン㈱ 194,000 476 

高圧ガス工業㈱ 424,589 326 

新日本石油㈱ 347,025 320 

松風㈱ 138,000 190 

関西ペイント㈱ 160,840 173 

豊田通商㈱ 48,424 154 

その他９２銘柄 1,694,382 1,343 

小計 10,207,263 14,952 

計 10,207,263 14,952 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりである。 

    ２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略している。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 14,387 976 38 15,325 8,063 448 7,262 

構築物 6,071 596 11 6,657 4,298 302 2,359 

機械装置 55,090 7,456 482 62,064 46,408 3,384 15,656 

車両運搬具 382 134 20 496 361 56 135 

工具器具備品 7,691 595 317 7,970 6,569 496 1,401 

土地 6,668 82 － 6,750 －  － 6,750 

建設仮勘定 1,938 5,790 5,995 1,732 － － 1,732 

有形固定資産計 92,230 15,632 6,865 100,997 65,700 4,687 35,297 

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 2,118 1,341 401 777 

特許権  － － － 10 0 0 9 

その他の無形固定資産 －   － － 62 21 3 40 

無形固定資産計 － － － 2,190 1,363 405 827 

長期前払費用 31 31 6 56 17 14 38 

繰延資産  － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 名古屋工場 

鹿島工場 

医薬品・同添加剤生産設備 

ポリエステルビーズ生産設備 

（新設） 

（増設） 

172百万円

460 〃  

機械装置 名古屋工場 

名古屋工場 

  

名古屋工場 

鹿島工場 

医薬品・同添加剤生産設備 

ＡＯＡ(アルキレン・オキサイ

ド・アダクツ)生産設備  

高温有機合成設備 

ポリエステルビーズ生産設備  

（新設） 

（増設） 

 

（増設） 

（増設） 

263 〃 

  793  〃 

  

456  〃 

2,963  〃 

建設仮勘定 名古屋工場 ウレタンビーズ生産設備 （増設） 1,603 〃 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式は、7,282,451株である。 

２．当期増加額は、自己株式の処分差益によるものである。 

３．当期増減額は、前期決算の利益処分によるものである。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄は、一般債権にかかる洗替額である。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 13,051 －  －  13,051 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (117,673,760) －  －  (117,673,760)

普通株式 （百万円） 13,051 －  －  13,051 

計 （株） (117,673,760) －  －  (117,673,760)

計 （百万円） 13,051 －  －  13,051 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

再評価積立金 （百万円） 0 －  －  0 

株式払込剰余金 （百万円） 12,190 －  －  12,190 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益 

（注）２ 
（百万円） －  7 －  7 

計 （百万円） 12,191 7 －   12,198 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 2,775 －  －  2,775 

（任意積立金）      

配当準備積立金 （百万円） 329 －  －  329 

特別償却準備金 

（注）３ 
（百万円） 16 －  4 11 

固定資産圧縮積立金 

（注）３ 
（百万円） 30 －  1 29 

保険差益圧縮積立金 

（注）３ 
（百万円） 3 －  1 2 

別途積立金 （注）３ （百万円） 48,946 2,200 － 51,146 

計 （百万円） 52,101 2,200 7 54,294 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 117 24 22 22 97 

賞与引当金 1,281 1,382 1,281 － 1,382 

役員退職慰労引当金 1,293 77 156 － 1,214 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

内訳 金額（百万円） 

現金 4 

預金の種類  

当座預金 177 

普通預金 3,917 

定期預金 11,000 

外貨預金 1,073 

計 16,167 

合計 16,171 

相手先 金額（百万円） 

東洋ケミカルズ㈱ 55 

日晃工業㈱ 23 

㈱立花マテリアル 18 

上野製薬㈱ 18 

高圧ガス工業㈱ 9 

その他 31 

計 157 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 58 

５月 61 

６月 30 

７月 7 

計 157 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金回収状況及び滞留期間 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記発生高には消費税等が含まれている。 

④ 製品・商品 

⑤ 半製品 

⑥ 仕掛品 

相手先 金額（百万円） 

㈱トーメン 4,230 

㈱リコー 2,041 

㈱ブリヂストン 1,423 

オー・ジー㈱ 1,409 

長瀬産業㈱ 1,264 

その他 14,878 

計 25,248 

期首残高 
（百万円） 

発生高 
（百万円） 

回収高 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

× 100
(A)＋(B) 

(D) 

(B) × 
１

12

22,536 86,055 83,343 25,248 76.75 3.52  

内訳 金額（百万円） 

界面活性剤 1,204 

ウレタン関連製品 1,400 

親油系高分子薬剤 1,994 

親水系高分子薬剤 221 

特殊化学品その他 893 

計 5,715 

内訳 金額（百万円） 

界面活性剤その他の中間製品 3,113 

内訳 金額（百万円） 

界面活性剤その他の仕掛品 353 



⑦ 原料 

⑧ 容器、貯蔵品 

⑨ 関係会社株式 

内訳 金額（百万円） 

エチレン系石化誘導品 205 

プロピレン系石化誘導品 723 

その他石化誘導品 471 

油脂誘導品 127 

鉱物油 25 

無機化学薬品 85 

その他化学薬品 261 

計 1,900 

容器 金額（百万円） 貯蔵品 金額（百万円） 

ドラムカン類その他 58 各種工事材料類 25 

    袋・ケース類 19 

  重油・窒素 21 

  その他 20 

計 58 計 87 

銘柄 金額（百万円） 

サンナム・コーポレーション 4,594 

サンノプコ㈱ 3,824 

東レ㈱ 3,374 

㈱トーメン 1,873 

サンダイヤポリマー㈱ 1,200 

サンヨーカセイ（タイランド）リミテッド 1,174 

その他 1,020 

計 17,062 



⑩ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

⑪ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

都興産㈱ 107 

南容器工業㈱ 55 

㈱イーグルスミコーポレーション 22 

(有)テイアンドエイサービス 21 

㈱島津テクノリサーチ 18 

その他 253 

計 478 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 165 

５月 136 

６月 136 

７月 34 

８月 5 

計 478 

相手先 金額（百万円） 

㈱トーメン 4,978 

三菱化学㈱ 2,988 

新日本石油化学㈱ 1,952 

サンケミカル㈱ 1,906 

㈱トクヤマ 809 

その他 7,808 

計 20,445 



⑫ 設備関係支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

(3）【その他】 

 該当事項なし。 

相手先 金額（百万円） 

大成建設㈱ 803 

㈱スガテック 264 

新興プランテック㈱ 228 

㈱三宝 105 

北岡鉄工㈱ 93 

その他 1,371 

計 2,867 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 1,083 

５月 631 

６月 605 

７月 349 

８月 196 

計 2,867 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）＊１ 1,000株未満の株券については、再発行等一定の場合を除き発行しない。 

＊２ 平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告の方法は次のとおりとな

った。 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ  http://www.sanyo-chemical.co.jp/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株券未満の株数を表示

した株券 (注) 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝３－33－１ 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３－33－１ 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝３－33－１ 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３－33－１ 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

日本経済新聞 

 （「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条第５項

に基づき、決算公告については、日本経済新聞に代えて、当社ホームペー

ジに掲載している。当社のホームページアドレスは次のとおりである。） 

 http://www.sanyo-chemical.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

   (1)有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度（第81期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月22日関東財務局長に提出 

   (2)半期報告書 

    （第82期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）   平成17年12月12日関東財務局長に提出 

   (3)有価証券届出書及びその添付書類 

     転換社債型新株予約権付社債の募集               平成18年２月20日関東財務局長に提出 

   (4)有価証券届出書の訂正届出書 

    平成18年２月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書      平成18年３月２日関東財務局長に提出 

                                    



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２１日

三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化成工業株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋化成工業株

式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鍵   圭一郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化成工業株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋化成工業株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２１日

三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化成工業株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋化成工業株式会

社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鍵   圭一郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化成工業株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋化成工業株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 
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